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1 緒言

1.1 固体ば ら積み貨物の運送実態

固体 貨物 には 多 くの種 類 が あ るが、容 器 に入 れ る こ とな く直接 船 舶 に積 み付 け ら

れ 運 送 され る もの を 「固体 ば ら積 み 貨物 」 とい う。 固体 ば ら積 み 貨物 は 、 タ ンカ ー

や 液 化 ガ ス運搬 船 を除 くば ら積 み船 (以 下、 単 に 「ば ら積 み船 」 と呼ぶ。) で運 送

され る。

海 運 立 国 で あ る 日本 は、食 料や 原 材料 の多 くを輸入 に頼 っ てお り、 日本 貿 易振 興

会 の ホー ムペ ー ジ (c.f.www.jetro.go.jp) に示 され てい る貿易 統計 に よれ ば、2000年

にお け る 日本 の輸入 額 は約3800億 米 ドル で あった。 この うち、原料 品 (大豆 、木材 、

パ ル プ、 鉄鉱 石 、非 鉄 金属 鉱) に石 炭 、小 麦 、 トウモ ロコ シを加 えた額 は、 全体 の

約8.5%で あ り、 これ らは殆 ど固体 ば ら積 み貨物 と して海 上運 送 され てい る と考 え ら

れ る。 ちなみ に、 タ ンカ ーや 液 化 ガス 運搬 船 で運 送 され る貨物 (鉱物 性燃 料 (石 炭 、

原 油及 び粗 油 、 石 油製 品 、 液 化 石 油 ガス 、 液 化 天 然 ガ ス 等) か ら石 炭 を 除 い た も

の) の額 は、全輸 入額 の約19%で あ った。

船舶 に 目を向 け る と、英 国の ロイ ド船 級 協会 が発 行 して い るWorld Fleet Statistics

(2000年 版) に よれ ば、総 トン数1,000ト ン以 上 の ば ら積 み船 (油兼 用船 を 除 く)

は、1999年12月31日 の 時点 で4,886隻 、載貨重 量 トンは総計254,984,117ト ンで

あっ た。 これ は、載 貨重 量 トンベー ス で、総 トン数1,000ト ン以上 の船舶 の約3割 に

相 当す る。 ば ら積 み船 の内訳 を載貨 重量別 にみ てみ る と、20,000ト ン以上50,000ト

ン未満 の船が 、隻数 で は約55%、 載 貨重量 トンでは約35%を 占めてい る。

これ らの統 計 値 か ら、 固体 ば ら積 み 貨 物 の運 送 は 日本 の経 済活 動 に とっ て不 可欠

で あ り、 ば ら積 み船 は世 界 の荷 動 き の基 幹 を担 っ てい るもの の一 つ で あ る と言 え る。
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1.2 ばら積み船の事故例

ば ら積 み船の事故の歴史を振 り返る と、過去には 「か りふおるにあ丸」をはじめ

とす る大型鉱石運搬船の折損事故が相次 ぎ、昭和40年 代 には船体の横強度等につい

て活発に研究がな された。 また、1980年12月30日 に野島崎沖で発生 した 「尾道

丸」の折損事故 を契機 として、運輸省 (当時) は 「異常海難防止 システ ム」 の研究

開発 を実施 した。 また、国際海事機関  (IMO: International Maritime Organization)  で

は、1980年9月9日 に発生 し44名 の死者 ・行方不明者 を伴ったダー ビシャー号の事

故原 因及びこれに対処す るための安全対策が審議 されている。

IMOは 、ば ら積み船の事故の多 さに鑑み、海上人命安全条約 (1)(SOLAS条 約) に

新たに第XI章  (Special measures to enhance maritime safety: ば ら積 み 船 の 検 査 強 化

等) 及び第XII章  (Additional safety measures for bulk carriers: ば ら 積 み 船 の損 傷 時 復

原性及び構造等 に関す る追加措置) を設 け、ば ら積み船の安全要件 を強化 した。 さ

らに、 日本及 び英 国 は、 ば ら積み 船 の安 全性 に 関す る Formal Safety Assessment

(FSA: 確率論的安全評価 に基づ く検討) を実施 している。 日本はIMOに おいて、

ばら積み船の安全 性に関す るFSAの 中間報告 (2)～(6) を行ってお り、その中 (4) で、ば ら

積み船の事故例解析を実施 している。

事故例解析の基礎 となったデータは、英 国の Lloyd's Maritime Information Service

(LMIS) 社が提供す る海難事故デー タであ り、この中には、1978年 以降に発生 した

総 トン数100ト ン以上の船舶の事故であって、船舶 に一定以上の損傷を生 じたもの

が収録 されている。LMISで は、事故の規模 を船舶 の損傷の程度 に基づき4段 階に分

類 してお り、タンカー以外の船種については、 これ らの うち被害の大きい "Severe" と

"Total loss"(全 損事故) のみをCasualty Dataと して提供 している。 日本のFSAで は、

1978年 か ら2000年 までに発生 した、載貨重量一万 トン以上の二重側壁構造を有 しな

いば ら積み船の事故例、計376件 を抽出 し、解析 している。事故例は、以下の7の

タイプに分類 されている。

タイプ1 座礁や衝突等に起 因する ものを除 く構造損傷に よる貨物倉への浸

水 を含む と考 えられる事故 (150件)

タイプ2 座礁や衝突等に起因す るものを除 く構造損傷に よる貨物倉以外の

区画への浸水 を含む と考えられる事故 (59件)

タイプ3 浸水を伴わない構造損傷 による事故 (52件)

タイプ4 ハ ッチカバーまたはその他 の閉鎖装置の不具合による浸水 を含む
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と考えられる事故 (29件)

タイプ5 荷の移動 (Cargo Shifting) による事故 (17件)

タイプ6 積み荷役 中、揚げ荷役 中また はバラス ト張排水 中における、例 え

ば弁や管の不具合 といった、例外的な事故 (53件)

タイプ7 衝突等 に起因する浸水による全損事故 (16件)

これ らのデー タに基づ き、以下、荷の移動に よる事故を中心に、事故の傾 向につい

て述べ る。

事故 の発生年 と件数の関係 を図1.1に 示す。

図1.1 各年 の事 故件 数

事故 の件 数 に年 毎 の ば らつ きは あ る もの の 、 図か らは、 事故 が 明確 な減 少傾 向に あ

る とは言い難 い。 但 し、 前述 のSOLAS第XI章 (1996年1月1日 発 効。 但 し、検査

強化 は1997年7月1日 よ り実施 。) 及 び第XII章 (1999年7月1日 発 効) の有効性

は、 この結果 か らは一概 に論 じられ ない。

船舶 が全 損 (沈没 を含 む) に至 っ た事故 (計140件) につい て 、各 タイ プ毎 の件

数 、 これ らの事 故 に よ る死者 ・行 方 不 明者 の数 及 事 故 が発 生 した 際の船 齢 の 平均値

を表1.1に 示 す。
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表1.1 1万DWT以 上のば ら積み船の全損事故の件数、死者等の数及び平均船齢

表 よ り、ばら積み船 の全損事故の中では構造損傷 による船倉への浸水事故が多 く、

荷の移動による事故は、件数 と死者 ・行方不明者の数の双方で約4%を 占めてい る

と考えられる。図1.2は 、表1.1に 示 した事故の うち、タイプ5を 除く事故 (133

件) の際の船齢 の分布 を示 した ものである。 タイプ5の 事故は、全損以外の ものを

含 めると計17件 挙げられてい る。図1.3は 、 これ ら17件 の事故の際の船齢の分布を

示 した ものである。

図1.2 荷の移動によるものを除 く

全損事故時の船齢分布

図1.3 荷の移動による

事故時の船齢分布

これ らの図よ り、構造損傷 に起因す る事故 は船齢 が大き くなるほ ど発生頻度が多 く

なるが、荷の移動 による事故の発生頻度は船齢によらない と言える。

前述 のば ら積み船の安全性 に関す るFSAの 中間報告では、船舶を大きさに より、

表1.2に 示す4種 類に分類 して事故例 を解析 している。
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表1.2 Classification of bulk carrier in size (MSC 74/INF.10 Table1.1)

Note: The figures in the column of (Ref. Dwt*) are cited from the report of "Bulk Carrier
Report, An analysis of vessel losses and fatalities statistics for 1999 and ten years of
losses 1990-1999" by INTERCARGO for the reference purpose.

分類は主 として載貨重量に基づいてい るが、事故例の 中には一隻、載貨重量が不明

の船舶 があ り、この船舶は総 トン数 に基づき、Small-handyに 分類 されている。前述

の133件 のタイプ1～4及 びタイプ6, 7の 全損事故の船舶 と、17件 の荷崩れ事故の船

舶 を分類 してみ ると、表1.3の 通 りとなる。

表1.3 事故を起 こしたばら積み船の大きさ

表 よ り、荷崩の移動 による事故は、Handy-size以 下の大 きさのばら積み船で起こって

い ることが分かる。

こ うした事故例解析の結果か らも分かる とお り、固体 ばら積み貨物の安全運送 は

重要な課題 であ り、IMO各 種の規則や基準 を定め、 日本 もこれ らを国内法に取 り入

れている。 また、事故の うちには貨物に起 因するもの も含まれてお り、貨物に起 因

する事故の防止 も重要 な課題 である。
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1.3 貨物に起因する運送上の危険性

貨物の運送に係 る危険性 としては、貨物の荷重 による船体構造の損傷 と、貨物の

特性に応 じて考慮すべ き航海 中にお ける貨物の移動及び化学的危険性が挙 げられ る。

貨物の荷重 による船体構造 の損傷 は、特 に貨物 の密度 が大 きい場合に注意 を要す

る。第2章 で述べ る安全基準か らは、貨物 を適切 に分布 させ ることにより、特に内

底板に過大な荷重が作用 しないようにす ることが重要であることが分かる。

貨物の化学的危険性 に起因す る事故 としては、貨物が水 に反応 して有毒ガスを発

した ことによる事故等 がある。 これ らは危 険物運送 中の事故である。 また、石炭 は

危険物ではないが、航海 中に出火 した例がある。

航海 中における貨物 の移動 は船舶 の復原性 に悪影響 を及ぼす。そのため、液体貨

物 を運送す る船舶では貨物の移動量を制限す るため縦通隔壁 を設 ける等 の措置が と

られ る。また、有形貨物 (ば ら積み以外の貨物) は適切に固定 され る必要がある。

固体ば ら積み貨物 を運送す る場合 は、必要に応 じて貨物の頂部を平坦に均 した り、

貨物のパイルの斜面の角度 を小 さくする 「荷繰 り」が行われ、穀類等の流動性の高

い貨物 については、船倉 に隙間無 く積載す る等 の措置 が とられ る。 固体ば ら積み貨

物の移動 (cargo shifting) は本研究の主題であるため、後に詳述す る。
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1.4 本研究の目的

固体ば ら積み貨物 を安全 に運送す るためには、船舶 が充分 な堪航性を有する とと

もに、貨物 をその性状に応 じて適切 に取 り扱 うことが重要であ り、荷送人は貨物 の

性状 を正確 に把握、 これ を関係者に伝 えることが求め られ る。一方、貨物の移動に

関す る性状の把握方法について言えば、後述す る通 り、当該貨物 が液状化の恐れの

ある物質か否かについては未だ評価法が確立されていない等の問題がある。

本研究の 目的は、固体ば ら積み貨物の移動 (荷の移動。Cargo Shifting)、 即ち、

荷崩 れ及び液状化に関連す る諸要素を総括 し、貨物 の移動 による事故を防止す るた

めに必要な技術を開発 して、ば ら積み船の運航 の安全性の向上を図ることである。

固体ば ら積み貨物の安全運送に関す る留意事項の多 くは、各種安全基準で言及 さ

れている。そのため、第2章 では、固体ば ら積み貨物の運送 に係 る安全基準につい

て、貨物に関する情報提供 に係 る事項を中心に述べ る。

荷 の移動は、船舶の動揺や振動 といった繰 り返 し荷重 に起 因する固体ばら積み貨

物の粒子 の微視 的な移 動で貨物内部の間隙圧が上昇することより貨物の剪断強度が

失 われ る 「液状化」 と、船舶 の動揺等 による加速度 により、貨物の液状化 が生 じな

くても、剪断強度の不足 に起因 して生 じる 「荷崩れ」に大別 できる。液状化 と荷崩

れの関係 を図1.4に 模式的に示す。

図1.4 液状 化 と荷 崩れ
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貨物の液状化 について言えば、貨物が液状化物質で あると判断された場合 の貨物

運送 の方法は安全基準 に示 されているが、当該貨物 が液状化物質か否 かを判定す る

方法、即 ち、要件の適用範囲の決定方法は安全基準に示 されていない。そ こで、液

状化物質の判別方法を開発 したので、第3章 に述べ る。現在、液状化 とは別に、荷

崩れ が問題 となってい る代表的な貨物 としては、粘 土状物質である 「ニ ッケル鉱 」

が挙げ られ る。 この貨物の安全運送のため、ニッケル鉱の荷崩れ危険性 を評価す る

方法を開発 したので、第4章 に述べ る。
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1.5 用語

本研 究では、以 下の用語を用いる。

固体ば ら積み貨物は一般 に固体部分 と

水 と空気に よ り構成 されてお り、これ を

模式的に図1.5の よ うに表す。水 と空気

で構 成 され る部分を間隙 (空隙) と呼ぶ。

固体部分、水、空気並びに間隙の体積及

び 固体部分 と水の重量 を以 下の記 号で表

す。なお、空気の重量は無視す る。

Vs: 固体部 分 の体 積

Vw: 水 の体積

VA: 空気 の体積

Vv: 間隙 の体積 (Vv=Vw+VA)

Ws: 固体部 分 の重 量

Ww: 水の重 量

全 体 の重量 と体積 を以下 の記 号で表 す。

VT: 全体 の体積

WT: 全体 の 重量

図1.5 固体ばら積み貨物の

構成物質の模式図

水 分 値 (moisture content) は 、 特 に こ と わ ら な い 限 り 、 次 の 全 水 分 値 (gross

moisture content) Mc105で 表 す 。 こ こ で 、 肩 付 きの 数 値105は 、 乾 燥 時 の 温 度 を 意 味

す る。

MC105=Ww/WT=乾 燥 前の試料 の重量-乾 燥後 の試料 の重量
/乾燥前の試料の重量

間隙の体 積 と固体部 分 の体積 の比 を 間隙比 (void ratio) とい う。 間隙比eは 次の式

で表せ る。

間 隙の体 積 に 占め る水 の 体積 の割 合 を飽和 度 (degree of saturation) とい う。 飽和

度Srは 次 の式 で表 せ る。
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粒 子 の大 き さの分 布 、 即 ち粒 径

分 布 (grain size distribution) は 、

図1.5に 示 す 粒 径 加 積 曲線 (grain

Size accumulation curve) で表 す。 本

研 究 で 用 い る粒 径加 積 曲線 は全 て 、

試料 の 乾燥 時の もので あ る。

通過 重量 百分 率10%に 対応す る

粒 径 をD10と 表 す 。D10は

「(Hazenの) 有 効 径 (effective

size)」 と呼 ばれ 、液 状化 と関係 の

深い透水性を考慮する際の指標 として良 く用い られる。

図1.5 粒径 分布

固体ば ら積み貨物の液状化 に関係す る用語は以下の通 り。

- 船 積 み 水 分 値 (moisture content at shipment): 貨 物 を 船 積 み す る 際 の 水

分 値

- 運送許 容 水分値 (transportable moisture limit): 液 状化物 質運搬 船 (特殊

な構造 を有 す る専 用船) 以外 の船舶 に積 載 で きる貨物 の船積 み 水分値 の

上 限

- 流動 水分 値 (flow moisture point): 貨物 が液性/流 動 状態 を示す水 分値

- 固体 比重 (density of solids): 空隙 を含 ま ない 固体部分 の比重

―10―



2 貨物運送に係る安全基準と安全対策の概要

2.1 貨物の安全運送における安全基準の位置付け

貨物を安全 に運送す るため、即ち、船舶 を安全 に運航す るためには、様 々な安全

対策 を実施す る必要がある。如何なる安全対策を実施するかは、最終的には船主、

運航船社及び船長 をは じめとす る乗組員の判断に委ね られるられ ることになるが、

基本的な安全対策 を確実 に実施 させ る 目的で、各種の安全基準が定め られてい る。

こ うした各種の安全基準 は、過去の経験や技術開発 か ら得 られた知見の集大成であ

り、その遵守は安全運航の基礎 をなす ものである。 よって、船舶 の安全運航 を確保

するには、関係す る安全基準 に対す る理解 が不可欠である。

この章では、固体ば ら積み貨物 の運送 に係 る安全基準 を概観 し、安全運送に係 る

技術的問題点 を抽 出す る。その上で、固体 ばら積み貨物の荷崩れ及 び液状化に係 る

諸要素 を総括す る。

2.2 固体ば ら積み安全運送のための留意事項

貨物の運送に係 る安全基準に関す る説明をANNEX Aに ま とめる。

船舶 に 関す る国際条約 は、国 際連 合の専 門機 関であ る 「国際海 事機 関 (IMO:

Intemational Maritime Organization)」 で策定 ・改正され る。IMOで 審議 される船舶 の

安全 に係 る規則 には、衝突防止 に関す るものや復原性に関す るものな ど、様 々な も

のがあるが、貨物運送に係 る安全要件 の基本 的事項 は 「海上 における人命の安全 に

関す る条約 (SOLAS条 約)」(7) に記載 されている。また、固体ばら積み貨物の安全

運送については 「固体ば ら積み貨物に関する安全実施基準 (BC Code)」(8) に多 くの

規定がある。SOLAS条 約やBC Codeを はじめ とす る各種国際基準及び国内関係法令

に関する調査の結果 をま とめると、固体 ば ら積み貨物 の安全運送のための留意事項

は以下の通 りである。

(1) 貨物 の性質に応 じ、適切な固定式消火設備、通風装置等 を備 えた船舶 を

選定すること

(2) 荷役 においては、適切 な荷役計画を策定 し、 これに基づいて船舶 とター

ミナルが協力 して実施す ること (船体への過大な負荷の防止等)

(3) 船倉の内底板に過大な荷重を作用 させないため、貨物は可能な限 り均等

に積載すること

(4) 船体構造に問題 が生 じない範 囲で、貨物は可能な限 り深 く積み付 けるこ
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と (「浅い積付」による荷崩れの防止)

(5) 適切に荷繰 りす ること (荷崩れ防止)

(6) 液状化物質 (航海 中に液状化す る恐れのある貨物) は、液状化物質運搬

船で運送す る場合を除き、運送許容水分値 (transpoltable moisture limit)

を超 える水分値の貨物を積付ない こと。また、荷役 中や航海 中に貨物の

水分が増加 しないための措置を講 じること

(7) 船倉 内に立ち入 る際には酸素濃度を計測 し、必要に応 じてガス検知器 を

用いるとともに呼吸具や 防護服 を着用 し、粉塵 に対す る衛生基準を遵守

す ること (貨物の燻蒸 を行 う場合には、 「船舶 における殺虫剤の安全使

用に関する勧告」に従 うこと)

(8) 危 険物 は、適切 に積付 、 また 、隔離す るこ と。

これ らの安全対策を実施す る上での基礎 となるのは、貨物 に関す る正確な情報 の

把握 であ り、貨物 を安全に運送す るためには、まず、貨物 に関す る正 しい情報 を把

握す る必要がある。 そのため、貨物に関す る正確 な情報 を船長またはその代理人に

提供するこ とは荷送人の義務 である旨、規則 によ り定められている。次節では、船

舶の安全運航の観 点か ら、固体ば ら積み貨物について如何なる情報 を把握すべ きに

ついて述べる。
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2.3 安全基準と貨物の性状

2.3.1 SOLAS条 約 と貨 物の性 状

SOLAS条 約 の各規則の表題は以下の通 り。

第I章 一 般 規 定 (Geneml Provisions)

第II-1章 構 造 (区 画 及 び 復 原 性 並 び に 機 関 及 び 電 気 設 備)(Construction-

Subdivision and Stabihty, Machinery and Electrical Instanations)

第II-2章 構 造 (防 火 並 び に 火 災 探 知 及 び 消 火)(Constmction-Fire

Protection, Fire Detection and Fire Extinction)

第III章 救 命 設 備 (Life-Saving Appliances and Arrangements)

第IV章 無 線 通 信 (Radiocommunications)

第V章 航 行 の 安 全 (Safety of Navigation)

第VI章 貨 物 の 運 送 (Caniage of Cargoes)

第VII章 危 険 物 の運 送 (Carriage of Dangerous Goods)

第VIII章 原 子 力 船 (Nuclear Ships)

第IX章 船 舶 の 安 全 運 航 の 管 理 (Management for the Safe Operation of Ship)

第X章 高 速 船 の 安 全 措 置 (Safety Measures for High Speed Craft)

第XI章 海 上 の 安 全 性 を 高 め る た め の 特 別 措 置 (Special Measures to

Enhance Maritime Safety)

第XII章 ば ら積 み 貨 物 船 の 追 加 の 安 全 措 置 (Additional Safety Measures for

Bulk Carriers)

貨物運送 に係 る安全基準 は、船舶の設計や設備 に関す るものと、貨物 の取 り扱い

を含む船舶の運用に係 るものに大別 できる。SOLAS条 約の中でも直接貨物運送に係

る主な事項は第II-2章 、第VI章 及び第VII章 に規定されてい る。 この うち、第II-2

章は設計や設備 に係 る事項であ り、第VI章 及び第VII章 は船舶の運用 に係 るもので

ある。貨物資料、即 ち貨物 に関す る情報 については、荷送人が船長またはその代理

人 に提供すべき旨は、SOLAS条 約第VI章 第2規 則に規定されている。また、第VII

章第5規 則等にも、荷送人は正 しい名称 を用いて貨物 (危険物) に関する試験成績

書等を船長等に提出す るべきことが規定 されている。SOLAS条 約第VI章 第2規 則

で要求 され る貨物資料 については、BC Codeで さらに詳 しく規定 されてい るので、

後述す る。

貨物 は、その化学的危険性 に基づき、危険物、ば ら積 み時のみ化学的危険性 を有
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す る物質 (MHB: Materials Hazardous only in Bulk) 及 び その他 の物質 に大別 でき る。

輸送 の観 点 に基づ く危 険物 の分類 はSOLAS条 約 第VII章 等 に示 されて い る。危 険物

は国際運 送 の 目的で、表2.1 (ANNEX A、 表A.2) に示す クラスに分類 され る。

表2.1 国際貨物輸送における危険物分類

また、各危 険物には国連番号が定め られてい る。 固体ば ら積 み危険物には 「可燃性

固体」、 「自然 発火性 物質」、 「水反応性物質」、 「酸化性 物質」、 「放射性物

質」及 び 「有害性 物質」(他 の クラス に属 しない危険物) があ り、 「伝染性病原

体」のば ら積み運送は想定 されていない。安全運送のためには、一般 に貨物の正 し

い名称を用いることが重要であるが、特 に危険物については重要であり、SOLAS条

約第VII章 で強制要件 として規定 されている。個品危険物 (包装 された貨物) の輸

送に関す る要件は 「国際海 上危険物規定 (IMDG Code)」(9) 等に規定 されてお り、

固体ば ら積み危険物の輸送に関す る要件 は、BC Codeに 規定されている。MHBと は、

固体ば ら積 み貨物であって、危険物 としては指定 されていないが、ばら積み時には

化学的危険性を有す る物質であ り、危険物に準 じた取 り扱いが必要である。

船倉 内にお ける貨物の移動 に関す る危険性 の観点か らは、固体ば ら積み貨物は液

状化物質 とその他 の物質に大別できる。液状化物質 とは、航海 中に液状化す る恐れ

のある物質であ り、液状化物質運搬船 (一般に縦通隔壁 を有す る専用船。現在 日本

では運航 されていない。) 等の特殊 な設備 を有す る船舶 で運送す る場合を除 き、船

積み時の貨物の水分値 が運送許容水分値を超 えない ことが要求 され る。

液状化物質ではな くて も、一般に、固体 ば ら積 み貨物は、航海 中に荷崩れ を起 こ

す危 険性 がある。荷崩れ を防止す るためには、必要 に応 じて荷繰 りを行 うべ きこと、

穀類 のよ うに船倉 内で 自由に流動する貨物については、船倉 内で貨物が流動す る隙

間を無 くす等、穀類 に準 じて運送すべきことが定め られている。貨物の性状 に応 じ

た荷崩れの危険性 を考慮 し、必要 な荷繰 りの程度等を示す ことは、荷送人の義務で

ある。
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SOLAS条 約第XII章 は、ばら積み船の構造損傷に係 る事故が多発 したことに鑑み

策定 された もので、損傷時の復原性 の要件の適用は、船舶 が運送 しようとす る貨物

の見かけ密度 との関係において規定 されている。

2.3.2 BC Codeと 貨物 の性 状

BC Codeは 、 固体 ば ら積 み貨物 の安 全運 送全般 に関す る基準 で あ る。BC Codeの 構

成 は以 下の通 り。

序 文 (Introduction)

第1節 定 義 (Definitions)

第2節 一 般 的 注 意 事 項 (General precautions)

第3節 人 命 及 び 船 舶 の 安 全 (Safety of personnel and ship)

第4節 貨 物 の 安 全 運 送 の た め の 判 定 (The assessment of acceptability of

consignments for safe shipment)

第5節 荷 繰 り方 法 (Trimming procedures)

第6節 静 止 角 の 決 定 方 法 (Methods of determining the angle of repose)

第7節 液 状 化 物 質 (Cargoes which may liquefy)

第8節 液 状 化 物 質: 試 験 方 法 (Cargoes which may liquefy: test procedures)

第9節 化 学 的 危 険 性 を有 す る物 質 (Materials possessing chemical hazards)

第10節 固 体 廃 棄 物 の ば ら積 み 運 送 (Transport of solid wastes in bulk)

第11節 載 貨 係 数 変 換 表 (Stowage factor conversion tables)

付 録A 液 状 化 ば ら 積 み 物 質 の リ ス ト (List of bulk materials which may

liquefy)

付 録B 化 学 的 危 険 性 を 有 す る ば ら積 み 物 質 の リス ト (List of bulk materials

possessing chemical hazards)

付 録C 液 状 化 物 質 (付 録A) 及 び 化 学 的 危 険 性 を有 す る物 質 (付 録B) 以 外

の ば ら積 み 貨 物 の リス ト (List of bulk materials which are neither liable

to liquefy (Appendix A) nor to possess chemical hazards (Appendix B))

付 録D 試 験 所 用 試 験 方 法 、 関係 試 験 装 置 及 び 規 格 (Laboratory test procedures,

associated apparatus and standards)

付 録E 付 録Bの 物 質 に 対 す る 非 常 措 置 指 針 (Emergency schedules (EmS) for

materials listed in appendix B)
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付 録F 船 上 に お け る 閉 囲 区 画 へ の 立 ち 入 り関 す る勧 告 (Recommendations for

entering enclosed spaces aboard ships)

付 録G 石 炭 貨 物 の ガ ス 監 視 方 法 (Procedures for gas monitoring of coal

cargoes)

MSC/Circ.908: ば ら積 み 貨 物 の 密 度 計 測 の 機 能 仕 様 (Performance specification

for the measurement of the density of bulk cargoes)

BC Codeに ついては、2002年9月 時点において、総合的な改正作業が進め られて

お り、その本文 (付録 を除 く部分) の案 (10) が作成 された ところである。 この案では、

荷送人が船長またはその代理人に提出す る貨物資料に明記すべ き事項が、以下の通

りまとめられている。

- BC  Codeに 記 載 され てい る ものに つい ては 、 コー ドにあ る名 称。(他 の

名称の追加 は認 められる。)

- 危 険物 の場合 、その クラス及び 国連番号。MHBに つ いてはBC番 号

(BC Codeで 規定する各MHBに 固有の番号)

- 運 送を求める貨物の総量

- 載 貨係数

- 荷繰 り方法

- 荷 の 移動の可能性。適用できる場合 (非粘着性物質の場合) 静止角

- 精鉱 その他の液状化物質の場合は、貨物の水分値及び運送許容水分値の

証明書

- 透水性  (水分値の高い層を形成する恐れ)

- 危 険物以外 については、危険の原因となる化学的性質

これ らの項 目は、SOLAS条 約第VI章 第2規 則で固体ばら積み貨物に要求 されてい

る貨物資料 の項 目を、 より具体的に した ものである。次節では、 ここに挙げた貨物

の性状の評価 について述べ る。
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2.4 貨物の性状 とその評価

2.4.1 貨物の名称及び危険物の国連番号等

貨物の名称については、BC Codeに 記載 されている場合はその名称を、記載が無

い場合は商品名では無 く正 しい物質名 を用い ることが要求 される。過去に、貨物の

不適切な名称の使用が原因の一つ と考 えられ る事故 (11) も報告 されている。 この事故

は、水 に濡 れる と有毒 ガスを発生するフェロシ リコン (危険物) を荷送人が 「合金

鉄」(フ ェロク ロム、フェロマ ンガン等の非危険物 を含 む総称) と申請 して運送 し

た際に、有毒ガスに対す る注意が不十分であることによ り発生 したものである。一

方、 この事故は規則の運用の問題であ り、貨物の性状の評価上の問題 ではない。ま

た、国連番号またはBC番 号 (MHBの 場合) を決定す る際の問題点は報告 されてい

ない。 よって、貨物の名称及び危険物 の国連番号等 を貨物資料に含 めることに関 し

ては、特に技術的問題 はないと言える。

2.4.2 運送す る貨物の総量及び載貨係数

運送す る貨物 の総量は明確である。載貨係数、即ち単位重量 当た りの貨物の体積

は、一般 に、船倉 内の貨物の 目視計測等 によ り求 められた体積 と船舶の喫水計測等

により求め られ る貨物の重量か ら計算 され る値 に基づ き経験 的に求められた値であ

る。 これ に対 して、前述のSOLAS条 約第XII章 で計測することが要求 され る 「ばら

積み貨物 の密度」は、所定の試験 (MSC/Circ.908)(12) によ り計測 され る貨物の密度

計測 によ り求め られ る。計測方法は、容積が既知の容器 (日本では約0.2m3) に突

固めを行 わずに貨物 を挿入 し、その重量を計測す るものであ る。 この計測 により求

め られる密度 と載 貨係数 の関係については報告 されていないが、載貨係数や見かけ

密度の評価における問題点は指摘 されていない。

2.4.3 荷繰 り方法及び荷の移動の可能性

荷崩れ等 の現象 によ り船倉 内において貨物が移動す ることは、船舶の復原性 に悪

影響 を及 ぼす。 タンカーでは、貨物の移動 (流動) を考慮 して、その移動量 を制約

す るために縦通隔壁 を設け、また、十分な復原性 を確保 しているのに対 して、ば ら

積み船では、一部の特殊船 を除き、貨物の移動を考慮 して復原性 を確保する等の措

置は講 じられていないため、船倉内における貨物の移動によ り船が転覆することも

ある。貨物の移動の観点か らは、貨物 は液状化物質 とその他の物質に大別できる。
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液状化物質については後述す る。

液状化 を除 く荷崩れの防止の観点か らは、貨物 は粘着性物質 と非粘着性物質 に大

別できる。非粘着性物質については、傾斜箱試験 (c. f. A.4.6.3) により計測 され る静

止角に基づき、荷繰 り方法が定められている (c. f. A.4.6.1)。静止角が30度 未満の

非粘着性貨物は 「穀類 のよ うに自由に流動す る貨物 (cargoes which flow freely like

grain)」 と呼ばれ、穀類 と同様に、貨物の移動を拘束す るための荷止め板 を設置す

るなどして積み付ける必要がある。静止角が30度 以上35度 以下の場合、基本的に

は、貨物表面の高低差が船幅の1/10ま たは1.5mの 小 さい方の値以下 となるように

荷繰 りす ることが要求 される。静止角が35度 を超える場合は、注意 して急傾斜がで

きないよ うに積付け、静止角 よ り十分に小 さい角度まで荷繰 りす るこ ととしている。

このことか ら、貨物の荷繰 りの観点か らは、船体運動 として30度 の横傾斜 が想定 さ

れていることが分かる。

粘着性物質の荷繰 りについてBC Codeで は、基本的には 「貨物は船倉の端まで平

坦に荷繰 りす ること」 とした上で、荷送人か ら提供 され る貨物資料に従 って荷繰 り

を行 うこととしている。即ち、粘着性物質の荷繰 りの要否及び程度については、荷

送人が示す貨物資料に基づいて決定す ることにな る。荷繰 り基準、特に粘着性物質

に関す る荷繰 り基準が明確でないことは、BC Codeの 問題点の一つである。

BC Codeで は、乾燥状態において非粘着性物質に区分 される貨物 の リス トがある

が (c. f. A.4.6.2節、表A.5)、BC Codeは 全ての固体ばら積み貨物 を網羅 したもので

はな く、非粘着性物質は リス トに挙げ られ ら物質に限 らないことに留意す る必要が

ある。 また、非粘着性物質 と粘着性物質の判定方法 も示 されていない。 しか し、固

体ば ら積み貨物 の運送の実務において、粘着性物質/非 粘着性物質の判定方法が無

い ことによる問題点は指摘 されていない。

2.4.4 液状化物質の船積み水分値及び運送許容水分値

船積 み しよ うとす る貨物が液状化物質で ある場合、特殊な設備 を有す る船舶 で運

送す る場合 を除き、予め貨物の運送許容水分値 を決定す るとともに、貨物の船積み

のたびに、その時の貨物の水分値 (船積み水分値) を計測する必要があ る。また、

運送許容水分値及び船積み水分値 は、貨物資料に記載する必要がある。

貨物の水分値 の測定方法 としては、BC Codeで は、精鉱及び類似物質については、

試料の重量が恒量になるまで105度 で乾燥 し、乾燥前の重量か ら乾燥後の重量 を引
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いた値 を乾 燥 前 の重 量 で割 る こ とに よ り得 られ る全 水分 値 (wet base moisture

content) で表す こととしてい る。 また、石炭 については、ISO 589-1974 "Hard coal-

Determination of total moisture"の 方法を推奨 している。貨物の水分値や運送許容水分

値 を計測す る 目的で試料を採取する場合、試料の性状が貨物のそれを正 しく代表す

る必 要があ る。 そのため、BC Codeに は試 料の採 取方法について も規定があ る。

(c. f. A.4.5)。

運送許容水分値 とは、物質が液状化す ると考 えられ る水分値に対 して安全余裕 を

見込んだ値である。運送許容水分値の決定方法 として、BC Codeに は三つの試験法

が示 されている (c. f. A.4.7.5)。試験法はそれぞれIMOフ ローテーブル法、貫入法、

プロクター/フ ァガベ リ法 と呼ばれている。

ある貨物が液状化物質に該 当す るか否 かは、運送実務上大きな問題である。安全

のた めには、液状化物質の範 囲を広 く考え、多 くの貨物 を液状化物質 として運送す

れ ば良いが、 この場合、液状化物質 として運送す る必要の無い貨物についてまで、

運送許容水分値の決定や船積み水分値の計測 を行 うこととな り、事業者に負担を強

いることになる。

現行BC Codeの 付録Aは 液状化物質の リス トであ り、 リス トにある貨物の名称つ

いては、現在見直 しが行われている (c. f. A.4.7.5節、表A.8)。 しか し、この リス ト

は全ての液状化物質を網羅 したものではない。 日本 の特殊貨物船舶運送規則 (13) では、

液状化物質については次の通 り定義 され、表2.2に 示す21品 目が液状化物質にな り

得 る貨物 として指定 された。

特殊貨物船舶運送規則第十六条 (抄)「 船舶に液状化物質 (浮遊選鉱により得

られる精鉱その他の航海 中に液状化する恐れのある微細な粒状物質であって国

土交通大臣が定めるものを言 う。以下同 じ。) をば ら積み して運送す る場合 に

は、 …」

表2.2 液状化物質 (特殊貨物船舶運送規則第十六条関係告示)
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表2.2に 示 した貨物であっても、 「航海 中に液状化す る恐れのある微細な粒状物質」

でなければ、液状化物質 とはな らない。例 えば、表2.2に は 「鉄鉱」 とあるが、細か

な粒子 を含まない鉄鉱石は、液状化物質ではない。表2.2の うち特に 「鉱 さい」(鉱

滓。スラグ) は、各種の物質を含み、範囲の明確化が求められていた。

前述の運送許容水分値に関する試験法の うち、IMOフ ローテーブル法 と貫入法は、

試料の水分値 を変化 させて試験 を行い、液状化 現象 を検 出す ることによ り、液状化

が発生す る水分値 (流動水分値。flow moisture point) を求 め、この値の90%を 運送

許容水分値 とする方法である。IMOフ ローテーブル法 は主 として微粉精鉱の流動水

分値 の測定のために用い られ てきた試験法 で、石炭には適用できない。また、 この

試験法では、型枠に試料を入れてか らこの型枠を外 して供試体を形成す ることか ら、

石炭 の他に も、供試体 が形成 できない ことによ り、この試験法が適用できない物質

が存在す る。そ して、供試体 が形成 できない、即ち、 この試験法 が適用できない こ

とは、その物質が液状化物質 ではないことを意味す るものではない。 また、貫入法

は、IMOフ ローテーブル法が石炭に適用できないことから、石炭のための運送許容

水分値決定法 として開発 され、その後、精鉱 に適用す る場合の仕様が追加 された(14)～

(22)。この試験法では、 試料 を円筒形 の容器 に挿入 して締 固めを行 い供試体 を形成 し、

供試体に振動 を与えた際の ビッ ト (液状化検 出用の ウエイ ト) の貫入量により液状

化の発生の可否 を判定するが、試料に よっては、水分値にかかわ らず ビッ トが貫入

して しま うことがあ り、試験法が適用できない場合 もある。そ して、 この試験法が

適用できない ことは、その物質が液状化物質ではないことを意味す るものではない。

よって、IMOフ ローテーブル法または貫入法 により流動水分値が測定できる場合は、

その物質 は液状化物質であると判定することがで きるが、 これ らの試験法で流動水

分値 を測定できない ことは、その物質が液状化物質でない ことを意 味するものでは

ない と言える。

一方、 プ ロクター/フ ァガベ リ法は、 試料を所定の手順で締 固めることにより、

水分値 と見かけ密度 ・間隙比 ・飽和度の関係 を求め、飽和度70%に 対応す る水分値

を運送許容水分値 とす る方法であ り、液状化を検 出して流動水分値 を求めるもので

はない。 よって、この試験法 を用いれば、液状化物質でない物質についても、締 固

めを行 う際の容器 の水密性 によっては、運送許容水分値 の条件に当てはまる水分値

を決定できる可能性がある。

以上によ り、BC Codeに 記載 され てい る運送許容水分値決定法 は、液状化物質の
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判別の観点か らは、十分 な機能 を有す るものではない と言える。 一方、前述の通 り、

運送 しようとする貨物が液状化物質か否 かは、運送事業者に とっては、重要な問題

であ る。特に 日本 の場合、運送許容水分値の決定のみな らず 、貨物 (液状化物質)

の船積み水分値 の計測 も第三者機 関が行 うことが義務 づけられているため、液状化

物質ではない貨物 を液状化物質 として船積 みす ることは、安全上 は問題ないが、船

積み に要す るコス トと時間の観点で大 きな負担 となる。 そのため、液状化物質の範

囲の明確化 が求められていた。

2.4.5そ の他の化学的性質

その他 の化学的性質 を有す る貨物 としては、腐食性物質 (class 8) ではないが、例

えば塩 の よ うに、船 体構造 を腐食 させ る危険性 のある貨物や 、可燃性 固体 (class

4.1) ではないが、粉塵爆発の危険性が ある貨物が挙げ られる。過去に、船倉 内に海

水が侵入 して貨物である砂糖の一部が解 けて空 隙が生 じた ことに より、貨物が荷崩

れを起 こし船舶が転覆 した例 もあるが、危険物及びMHB以 外の貨物の化学的危険性

が不明なことに起因す る事故例は報告 されていない。
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2.5貨 物運送に係る安全基準の問題点

以上の とお り、固体 ばら積み貨物 を安全 に運送す るための留意事項 は多いが、中

で も、貨物 に関する正 しい情報 を得 ることは、安全運送の基本であると言える。 貨

物に関す る正 しい情報 を得 るための現状の問題点 としては、以下の二つがある。

(1) 液状化物質の範囲が明確 でないこと

(2) 荷繰 り基準、特に粘着性物質の荷繰 り基準が明確でない こと

これ らの問題 点に対処す るため、本研究では、液状化物質判別法 を開発 し、粘着性

物質の中でも問題 となっているニ ッケル鉱 の荷崩れ危険性 の評価法 を開発 した。液

状化物質判別法の開発 については第3章 、ニ ッケル鉱荷崩れ危険性評価法の開発に

ついては第4章 で述べ る。

―22―



3液 状化物質判別法の開発

3.1第3章 の構成

この章では、船舶の貨物 としての液状化物質 の判別 に関す る安全基準の問題点 を

補 うため、本研究により開発 した液状化物質判別法について述べる。

前述の通 りBC Codeに は、ある貨物が液状化物質 と判定された場合 に、その貨物

を安全 に運送す るための運送許容水分値 を決定す る方法 として、IMOフ ローテーブ

ル法、貫入法及びプロクター/フ ァガベ リ法の三つの試験法が記載 されてい る。 し

か し、あ る貨物が液状化物質か否 かを判 定す るための試験法は従来無かったため、

液状化物質に関する規則 上の要件 の適用範 囲が問題 とな り、本研究において開発 し

たのが液状化物質判別法である。BC Codeに 記載 されてい る運送許容水分値決定法

は、ある貨物が航海 中に液状化す る恐れの無い水分値を決定する方法、即ち、液状

化 を水分値 とい う貨物の状態 との関係で評価す る方法である。これに対 して、液状

化物質判別法は、通常 の航海 にお ける貨物 の液状化 を、物質の状態ではな く、物質

の基本的性質 との関係 において評価する試験法であると言 える。

3.2節 では、固体ば ら積み貨物が液状化す ることによる危険 性や液状化現象につい

て概説 し、液状化物質 の運送に係 る問題 を整理 して、液状化物質判別法 の位置付け

を明 らかにす る。

液状化物質判別法 は、その中核 となる液状化物質判別試験法 と、粒径分布 に基づ

く液状化物質の判別法に より構成 される。3.3節 では、液状化物質判別法の考え方 に

ついて述べ る。

3.4節 では、装置や手順 といった液状化物質判別試験法の仕様 と、仕様決定のため

の研究について述べ、3.5節 では、試験に基づ く液状化物質の判別 のためのクライテ

リアの設定について述べる。

3.6節 では、粒径分布 に基づ く液状化物質の判別について述べ、3.7節 では、試験

法を含む液状化物質判別法 についてま とめる。 開発 した液状化物質判別試験法の仕

様 をANNEX Bに 示す。

3.2荷 の移動 と液状化

3.2.1荷 の移動 とばら積み船の危険性

船倉内で貨物が左右舷方 向に移動すれば船舶には横傾斜モーメン トが作用す る。

ば ら積み船 はタンカー と異な り、一般 に縦通隔壁 を有 してお らず、船倉 内で貨物 が
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移動すれば、船舶の異常傾斜や転覆 に結びつ く恐れがあ る。即ち、貨物の液状化 は

船舶の異常傾斜や転覆の原 因となる。

船倉 内における貨物 の移動 の防止が困難 である場合 には、船倉 内に隙間が発生 し

ない ように貨物 を積載 し、船倉 内に隙間が残 る場合は貨物の移動 を考慮 して、適切

な予備復原力を持たせれ ば良い。穀類 は一般 に剪断強度が低 く、航海 中における貨

物の移動 を防止す ることが困難 であ り、隙間を無 くす等の対策を実施す るため専用

船 (穀類運搬船) で運送 され る。荷の移動があって も安全に運送す るための もう一

つ の方法は、タンカーのよ うに、縦通隔壁 を装備 し、荷の移動距離 を限定す るこ と

によ り、傾斜モーメン トを限定す ることである。液状化物質運搬船 は、 この考え方

に基づ き設計 されるが、液状化物質運搬船は現在 日本には無い (c.f.2.3)。

縦通隔壁等の特殊な構造 を有 しないば ら積み船 で固体 ば ら積み貨物 を運送する際

には、荷の移動 (Cargo shifting) を防止す る必要がある。航海 中に船倉内で貨物が移

動す るか否 かは、船体運動等 によ り貨物のパイル に作用す る加速度、貨物の見かけ

の密度、貨物のパイルのス ロープの角度や規模 といった条件 と、貨物の摩擦 に関す

る特性、即 ち、 固体 ば ら積み貨物 としての剪断強度の関係 により決まる。即 ち、船

倉内における貨物の移動は、一言で言えば、貨物の剪断強度の不足 とみなせ る。

貨物の剪断強度 の不足には、船積み時点において既 に剪断強度 が不足 している場

合 と、航海 中の液状化現象 により貨物の剪断強度が不足す る場合 の二種類が考 えら

れ る。 前者 の剪断強度 の不足 に起因す る現象 が、液状化 が発生 しな くて も生 じる

「荷崩れ(sliding failure)」 であ り、地盤工学 (土質工学) で言 うところの 「斜面の

土砂崩れ」 と同様 の現象 である。 また、後者 の剪 断強度 の不足 に起 因す る現象が

「液状化(liquefaction)」 である。 これ ら二つの現象は、BC Codeで も分けて扱われ

てい る。 ここでは、液状化物質の運送方法について述べ、液状化 を伴わない貨物の

荷崩 れ防止法に係 る事項については第4章 で述べる。

3.2.2液 状化現象(24)

精鉱等 の湿った、即 ち部分的に飽和 してい る粒状物質は、一般に、水 と空気か ら

なる空隙 と固体部分 によ り構成 され る。 こうした物質に繰 り返 し荷重が作用する と、

物質の粒子 が微視 的に移動 し、多 くの場合空隙の体積が減少 しよ うとす る。 この と

き、空隙が水で満た され、且つ、細い粒子 間の隙間が狭い ことに よ り粒 子間の水

(間隙水) の流れの抵抗が大きい と、間隙の水圧 (間隙水圧) が上昇す る。粒状物
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質の剪断強度 は粒子間の摩擦力及び粘着力によ り維持 されてお り、以下の式で表 さ

れ る 。

τR=tanφ・ σ'N+c  (3.1)

σ'N=σN-u  (3.2)

where:

τR: 抵 抗 剪 断 応 力 (resisting shear stress)

tanφ: 摩 擦 係 数 (friction coefficient)

σ'N: 有 効 直 応 力 (effective normal stress)

c: 粘 着 力 (cohesion)

σN: 直 応 力 (normal stress)

u: 間 隙 水 圧 (pore pressure)

(3.1) 式右辺第一項の摩擦力は有効直応力 と内部摩擦係数の積 であ るため、間隙水圧

が高ま ると粒子間の有効直応力が小 さくなるので低下す る。 この とき、 もし右辺第

二項の粘着力が有意でない と、粒状物質の抵抗剪断応力 は非常に小 さくな り、 この

物質 は流動す る。 こうした現象が液状化現象 と呼ばれ る。物質が一定程度の空気 を

含む場合 は、空気の体積弾性係数 (bulk modulus) が水 よ りも遙かに小 さく (常温常

圧で約二万分の一)、 空隙の体積変化 を容易 に吸収で きるた め、間隙水圧は さほ ど

上昇 しない。そのため、物質が多 くの水分を含まなければ、即ち、物質の水分値 が

低 ければ、液状化 は発 生 しない。大 きい粒 子によ り構成 され る物質では、間隙水が

粒 子間の大 きな隙間を少 ない抵抗で移動で きるため、間隙水圧は殆 ど上昇 しない。

そのため、大きな粒子 で構成 された物質 (細かな粒子 を含 まない物質) は液状化 し

ない。物質が、粘土の ように非常 に細かな粒子で構成 されてい る場合、湿った状態

では、微視的な粒子の移動は粘着力に よって拘束 され 、間隙水圧 は殆 ど上昇 しない。

そのため、非常に細かい粒子で構成 された粘 土のよ うな物質は液状化 しない。 固体

ば ら積み貨物は一般に不飽和状態、即ち、空隙に水 と空気の両方が存在す る状態で

あ り、固体ば ら積み貨物の液状化現象は以下の通 り概説できる。

(1) 湿った (部分的に飽和 した) 粒状物質に繰 り返 し荷重が作用する。

(2) 粒子の微視 的移動によ り、空隙の体積が減少す る。

(3) 空隙の空気が上方 に抜け、残 った空隙が殆 ど水で満た され る。即 ち、飽

和に近い状態 になる。
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(4) 細かな空隙を通る水 の流れは抵抗が大きく、間隙水圧が上昇する。

(5) 粒子間の摩擦が減少 し、物質の剪断強度が小 さくな り、液状化す る。

液状化が発生 しないための条件は以下の通 り。

(1) 繰 り返 し荷重 が作 用 しない。

(2) 物質が十分な粘着力 を有す る。(物 質が非常に細かな粒子によ り構成 さ

れて い る。)

(3) 物質の水分値 が低い。(物 質の飽和度が低い、即 ち、空隙に 占める水の

体積の割合が低い。)

(4) 物質が大きな粒子で構成 されている。(細 かな粒子を含まない。)

一般に、 浮遊選鉱に よ り得 られた微粉精鉱は液状化 しやすい。 これ は、浮遊選鉱の

際に界面活性剤 が用い られ、粒子間の摩擦係数 が低 くな り易いためである。

3.2.3 代表的液状化物質の運送状況

BC Codeの 付録Aに あ る液 状化 物質 の リス トは 、ANNEX Aの 表A.8に 示 した通 り

であ る (c. f. A. 4.7.6)。 この 中で 、比 較 的多 く運送 され る貨 物 は、銅精 鉱 、鉛精鉱 、

亜 鉛 精鉱 で あ る。財 務省 の貿 易統 計 に よれ ば、例 えば、2000年 にお け る銅 、鉛 、亜

鉛 の鉱 石 の輸 入 量は それ ぞれ447万 トン、18万 トン、106万 トンであ り、 これ らの

大 半 は精 鉱 と して輸入 され てい る。

3.2.4 液状化物質運送に係る問題点

2.2節 で述べた通 り、航海 中のばら積み貨物 の液状化 を防止するため、液状化物質

について は、運送許容水分値 (Transportable Moisture Limit) を決定 してお き、船積

み水分値 を計測 した うえで、船積み水分値が運送許容水分値 を超 える場合は積載 し

ないことが要求 されている。

現在IMO-DSC小 委員会で実施 されているBC Codeの 総見直 しにおいては、液状

化物質の雨中荷役 について議論 されている。現行BC Codeで は、化学的危険性を有

す る貨物を除き、貨物毎にページを分 けて記載 していないが、改正BC Codeは 、各

貨物についてペー ジを分 けて、各種 の注意事項 を記載す る書式 となる。 この案 (25) の

中で、液状化物質 である鉱物精鉱 については、各貨物の正式名称を列挙 し、共通 の

注意事項 を記載す る予定である。 これ らの貨物 に対す る天候に関す る注意 (weather

precautions) については、以下の二つに意見が分かれている (25)。
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(1) 液状化物質運搬船 に積付 ける場合を除 き、水分が増加 しないようにす る

こ と。

(2) 船積 み水分値が運送許容水分値に近い場合 を除いて、雨天でも積付け及

び荷揚げで きる。

日本は (1) の案を主張 してい る。液状化物質 の荷揚 げは、他の船舶等に貨物を積みか

える必要がな く、その荷揚 げによ り海上運送が終了す るのであれば、雨 中で行って

も、液状化 による危険は生 じない と考 えられ るが、船舶 に積載す る貨物の水分値 の

増大を防止するため、液状化物質の積付けは、特別 な対策 な しに雨 中で行 うべ きで

はない。(2) は、液状化物質を運送す る際の考 え方に反 している。貨物の水分値が殆

ど上が らない、または、貨物 の平均の水分値が運送許容水分値を超 えない範 囲では

雨 中荷役 を認 める との考 え方 も成立 し得 るか もしれ ない が、そ の場合で あって も

「船積み水分値が運送許容水分値に近い場合 を除いて」だけでは条件 として全 く不

十分であ り、少 な くとも、雨の強 さ、荷役 に要す る時間、 さらには貨物 に侵入す る

ことが予想 され る水の量等について言及すべきである。なお、特殊貨物船舶運送規

則には、液状化物質の積付 け (液状化物質運搬船への積付けを除 く) について以下

の通 り規定 されている。

一 船舶をできる限 り直立状態に保持 して積み付けること。

二 雨中その他水分が増加す る恐れがある場合には、これを防止するために

必要な措置 をとること。

三 その表面をできる限 り平 らに荷繰 りすること。

液状化物質の雨中荷役 の可否 については、今後 さらにIMO-DSC小 委員会で引き続き

審議 される予定である。

過去には、IMOで 認め られた運送許容水分値決定法はIMOフ ローテーブル法 しか

なかったのに対 して、細かな粒子 を含む石炭は液状化す るがIMOフ ローテーブル法

は石炭には適用で きない とい う問題 があった。そのた め、 田中、浦 らは貫入法 を開

発 し、国際基準 とした。

液状化物質 の運送については、2.4節 で述べた通 り、液状化物質の判定法が無い と

い う問題がある (c. f. A.4.7.6)。BC Codeは 全ての固体ば ら積み貨物を網羅す るもの

ではなく、表A.8に 示 した液状化物質の リス トも液状化物質を網羅 していないこと

は、BC Code付 録Aに 明記 され ている。 また、 日本の規則 も、表2.2 (c. f. 2.4.4) に

示 した とお り貨物の名称 を記載 してい るが、 ここであげ られ た名称の多 くは特定の
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貨物を示す ものではない。また、規則 上の液状化物質の定義 は 「浮遊選鉱 により得

られ る精鉱その他の航海 中に液状化す る恐れのある微細 な粒状物質」、即 ち 「液状

化の恐れ があるもの」であ り、ある貨物 が液状化物質か否かの判断に資す るもので

はない。一方 、液状化物質に係 る規則を適用すれば、積付の6箇 月以内に作成 した

運送許容水分値 の証明書及び船積み水分値の証 明書が必要であ り、これ らは運送に

要す るコス トに影響す る。特に、船積 み水分値 の証明書 は、少な くともそれぞれの

航海毎に必要であ り、また、我 が国では国の指定機 関による計測を義務付 けてい る、

即 ち、荷送人の計測結果 のみでは船積 みできない こともあ り、規則 の適用範囲の明

確化が、規則 (1994年1月1日 発効) の策定の時点か ら求められてきた。そのため、

液状化物質の判別方法 を開発 したので、以下に述べる。
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3.3 液状化物質判別法の考え方

3.3.1 各種判別方法に関する検討

2.4.4節 で述べた通 り、ある貨物 が液状化物質か否 かを判定す る一つの方法は、

IMOフ ローテブル法または貫入法 (c. f. A.4.7.5) により流動水分値を計測することで

ある。流動水分値が問題 なく計測できる貨物 は、基本的には液状化物質である と判

定できる。 しか し、流動水分値 が計測 できない ことは、液状化物質でない ことを保

証す るものではない。

また、プロクター/フ ァガベ リ法 (c. f. A.4.7.5) は、試料に繰 り返 し荷重を作用 さ

せ て流動状態 を呈す るか否かを試験す るものではな く、試料 の飽和度に基づいて運

送許容水分値 を判定す る方法である。 よって、この試験法は、基本 的には液状化物

質か否かによ らず適用できる。但 し、プロクター/フ ァガベ リ法でも、試料の透水

性が高 く、容器 に挿入 した際に試料が過剰 な水 を含んでいれば、締 固めを行 ってい

る間に試料 の粒 子間の水が抜 け落ちるため、細かな粒子 を含 まない試料、例 えば小

石の よ うなものであれば、極端に高い水分値での試験は実際には実施 できない。 そ

のため、一般には、粒径 の大きい物質を試料 とした場合 は、飽和度が70%に 達す る

水分値は求め られない。 しか しなが ら、プ ロクター/フ ァガベ リ法では、モール ド

の水密性 について は規 定 されていないため、も し水密性 の高い容器 を用いた場合に

は、液状化の恐れ の無い物質 (以下、非液状化物質 と呼ぶ。) であっても容器 に挿

入す る時点で一定程度の水分値を含む ことができるものであれば、飽和度70%に 達

す る水分値 を求 め られ る可能性 がある。即ち、非液状化物質 であって も、見かけの

うえでは、プ ロクター/フ ァガベ リ法によ り運送許容水分値 を求め られる可能性が

ある。 よって、プロクター/フ ァガベ リ法で運送許容水分値 が決定で きるか否 かは、

当該物質が液状化物質か否かの判断材料にな らない。

ある物質 が液状化物質でない ことを判定す るもう一つの方法 としては、その物質

が非常に多 くの水分 を含 んだ場合でも液状化が発生 しないことを確認す るこ とが考

えられ る。 この考え方 に基づ き、 日本海事検定協会は海 上貨物運送調査会 (当時)

の下に液状化物質検討部会 を設置 し、浦部会長 (東京大学生産技術研究所) の指導

の もと、船舶艤装品研究所 に実験 を委託 し、船舶技術研 究所 (当時。研究担 当者 は

著者) と共同で、試験 を実施 してい る (26)。試験方法は、貫入法試験 に準 じて、水密

の容器 を用い、試料を人為的に飽和状態 (間隙が全て水で満た され る状態) に して

振動を与 え、 ビッ トの貫入量によ り液状化の発生の有無 を判定す るものである。そ
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の結果、以下の二つのことが分かった。

(1) 経験 的には液状化物質ではない と判断 される物質も、人為 的に飽和状態

にすれば、液状化現象が発生す る。

(2) 試料や締 固め方法に よっては、 ビッ ト貫入量が液状化判定のクライテ リ

アである50mmに 達 しない場合であっても、液状化が発生 している可能

性がある。

(1) の知見か らは、この評価法は、安全側 に過ぎる判断を与えると考えられ る。(2) の

知見については、報告書に以下の記述がある。

「いずれ の試験にお いても、 ビッ ト貫入量は、液状化 のクライテ リアである

50mmに 達 していない。 しか し、これ らの図か らは判断できないが、加振時の

試料は、いずれの場合も早い時点で流動状態 とな り、その後容器の底部から再

圧密が進行 し、 ビッ トが貫入 し難 くなっている様子が観察 される。」

液状化が発生す ると、粒 子が動 き易 くなるため、振動によ り高まった間隙水圧が消

散す る (抜 ける) 過程 で粒子の再配置が起 こり、粒子は密 な状態 とな り (24)、剪断強

度 が高 くな る現象が起 こるこ とはあるこ とが知 られてい る。 この現象を 「再圧密

(re-consolidation)」 とい う。即 ち前述の記述は、試料を人為的に飽和状態 にして貫

入法に準ず る試験 を実施 した場合、試料や締 固め方法に よっては、試料が簡単に液

状化 し、短 時間の うちに再圧密 が起 こり剪断強度 が大 きくなることによ りビッ トの

貫入が阻害 され ることがあるので、 ビッ ト貫入量が液状化 の有無を判定す る指標 に

ならない場合があることを意味す る。 これを考慮すれば、試料を飽和状態に して加

振 し液状化 の有無 を確認す る方法 を用 いた場合、実際の航海 中には液状化す る恐れ

がある物質であって も、液状化物質 と判定 され ない可能性 があると言える。 よって、

飽和状態の試料 を用いて液状化 の可否 を判定す る方法 は、液状化物質の判別法 とし

ては実用的ではない と言 える。

以上の経験及び検討 に基づ き、液状化物質の判定方法 として、船積み水分値 が運

送許容水分値 に達す るか否かを判定する方法を開発す ることに した。 この試験法 を

液状化物質判別試験 (Liquefaction material identification test) と呼ぶ。

また、液状化物質は、図3.1に 模式的に示す ように、ある範囲の粒径分布の物質に

限られ ることが知 られてい る (27)。
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図3.1 液状化物質の粒径分布範囲の模式図

よって、粒径分布、具体的には粒径分布 の代表値 を用いて、液状化物質か否かを判

定す るのも一つの方法であ り、研究を実施 した。

3.3.2 液状化物質判別試験の原理

本研究で提案す る液状化物質判別試験は 「通常の排水状態において、液状化が発

生す るだけの水分を保持するこ とができない物質は、航海 中に液状化す る恐れが無

い」 との考 え方 を基礎 としている。

この方法では、物質 の粒 子が微細で十分な粘着力 を有す るため液状化 しない、即

ち、図3.1に おいて、粒径分布のグラフが左に くるため液状化 しない物質 は、判別で

きない。即ち、粘 土状物質は、この試験の適用範 囲ではない。一方、2.4.4節 で述べ

た通 り、特殊 貨物船舶運送規則 の告示 であげ られてい る物質の うち、特 にその範囲

の明確化が求め られているのは 「鉱滓」である。 一般 に鉱滓 は、炉か ら出てきた溶

融 した物質を、水 中に投入す るこ とによ り急冷 して粒状物質 とす るか、または、溶

融 した物質を徐 々に冷却 して塊に した後、 これ を砕 くことによ り得 られ るもので、

粒子 が微細な場合 もあるが、それで も粒状物質が基本成分であるために粘着力が少

なく、粘土状物質ではない (28)。よって、液状化物質判別試験が粘土状物質 に適用で

きない ことは、実務上特段の問題ではない。

「通常の排水状態」 とは、積付前には短時間で あれ貯蔵または輸送 され、航海 中

は船倉内の ビル ジが定期的に排 出され ることを想定 してい る。炉か ら出 されて水 中

で急冷 された粒状物質 が、水の中か ら出されて直接船舶 に積付け られることは想定

し難 い。 また、一般に船倉 内の ビルジは、定期 的に排 出され る。 よって、この前提

条件 は、特別な ものではない。
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当該物質が 「液状化が発 生す るだけの水分を保持す ることができない」 ことを確

認す る方法 としては、試料の初期状態 と試料 か らの排水に関する条件 を規定 し、排

水後 の水分 を評価す ることが考え られ る。液状化が発生する水分値は物質毎に異な

るため、水分値 は排水後の水分の評価指標 として適 さない。そ こで、試料の飽和度

を評価指標 として用いるプ ロクター/フ ァガベ リ法がBC Codeで 採用 されているこ

とを考慮 して、排水後の水分の評価指標 としては飽和度 を用い ることに した。飽和

度 を指標 として用いる場合、試料 の初期状態は典型的状態である飽和状態 とす るの

が妥 当である。そのた め、予 め試料 を飽和 させ 、その状態か ら排水 させて、排水後

の飽和度に基づき、試料が液状化物質か否かを判定す る方法を開発 した。

3.3.3 液状化物質判別試験の手順 と考え方

試料 を一度飽和状態 に して、所定の条件 下で排水 を行 い、排水後の飽和度 によ り

試料 を評価す ることは、試料 の透水性 を評価す ることで もある。 よって、試験の再

現性 を確保す るた めには、透水性 に影響 を及ぼす事項 について検討 を要す る。 ここ

で、地盤工学の検討対象 となる土 (粘土か ら大 きな塊 まで含む一般的名称) の中で、

液状化物質判別試験の対象 とする物質に近い ものは砂 であるため、砂の場合を主 と

して透水性に影響 を及ぼす要因について検討する。

土の透水性に影響を及ぼす要因 としては、まず粒径があげられてお り (29), (30)、土の

透水性 はおよそ有効径 (D10) の二乗に比例す るとの説が紹介 されてい る。また、砂

の場合は、透水性は平均粒径 の二乗 に比例す るとの説 も紹介 されている。 よって、

液状化物質判別試 験においては、原則 として試料 の粒径 を調整 してはな らない。但

し、試験で用い る容器の大き さを考慮 して、一定以上の大きさの粒子は除去す る必

要がある。 また、特に大 きな塊 を含 む試料の場合、こ うした塊を含めることによ り、

通過重量百分率が変化 し、有効径 も変 わるため、試料の最大粒径 を規定す る必要が

ある。

土の透水性 に影響を及 ぼす要因 としては、次 に、間隙比があげ られている。一般

に透水性は、間隙比をeと した時、e3/(1+e) に比例す るとされている。また、砂の場

合 に限 り透水性 が間隙比の二乗に比例する との説 も紹介 されてい る。 よって、液状

化物質判別試験において も、間隙比の再現性 を確保す る必要がある。土質調査にお

いては 「乱 さない状態」の試料、即 ち、現地においてあるがままの状態で試料を取

り出 し、供試体 を形成す る場合 もあるが、船舶の貨物は もともと 「練 り返 した」も
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のに相 当し、試料 として も 「練 り返 した試料」を抽 出する しかない。そのため、試

料 か ら形 成 され る供試 体の間隙比 は、試料の水分値 と締 固め方法に より決 まる。

よって、液状化物質判別試験 においては、締 固め方法 を規定す る とともに、締固め

を行 う際の試料の水分値 も規定する必要がある。

試料 を飽 和状態にす る方法 としては、試料 中の空気 を真空引き し、その後水 を注

入す る方法を採用 した。試料 中の空気 を真 空引きする際に、試料 が水分 を含 んでい

ると、水の蒸発 によ り容器 内の圧力が下が り難 くなる。そのため、試料 は予め乾燥

させ るこ とに した。即 ち、締 固めは乾燥状態の試料で行 うことに した。締 固めの際

の試料の状態 として乾燥状態だけを採用す ることについては、クライテ リアの設定

において考慮する必要があ り、 この点については3.5.3節 で述べる。

排水の再現性 を確保 するため、供試 体の寸法を規定す るとともに、容器の底部 の

孔の大 きさも規定 した。

液状化物質判別試験の概略の手順は以下の通 りである。

(1) 試料を乾燥 させ る。

(2) 所定の手順で締固めを行い、容器 に試料 を挿入す る。

(3) 容器の空気 を真空引き し、その後水を入れることにより、試料 を飽和状

態にする。

(4) 容器のカラー を外 し、余分な試料 を取 り除 くことにより、供試体 を所定

の寸法に整形する。

(5) 容器底部の孔か ら所定の時間排水す る。

なお、試料の固体比重の計測、試料の排水前後 の重量の計測、排水後の試料の水

分値 の計測及び飽和度の計算方法等 を含む詳細な手順については後述す る。
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3.4 液状 化物 質判別試 験法 の 開発 (31)-(39)

3.4.1 試 験法 の概 要

開発 した液 状化 物 質判 別試 験 法の仕 様 をANNEX Bに 示す 。 この節 では、 試験 手

順 の概 略 を示 す と ともに、仕様 の 決定 の際の考 え方 につ いて述 べ る。

液 状 化物 質判別 試験 には真 空 ポ ンプ、 天秤 等 の各 種 の装 置 が必 要 が あ るが 、 中で

も特 徴 的 な もの は、試 験 容器 で あ る。 試験 装 置の詳 細 に つい て はANNEX Bの 第2

節 を参 照 され たい。 試験 容器 は、図3.2に 示 す よ うに、モー ル ド (Mould)、 延 長 カ

ラー (Extension collar) 及 び蓋 (Lid) か ら構成 され る。

図3.2 液状化物質判別試験容器
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容器の寸法は流動水分値を計測す るための貫入法の小型モール ド (c.f. A.4.7.5、表

A.7) に倣って決定 した。また、液状化物質判別試験のモール ド、即 ち延長カラーを

除いた容器 の下部 の容積 は、貫入 法試 験の小型 容器 を用い る際の供試体 の体積に

倣って約1,700cm3と した。モール ドの底部 中央には、小 さな孔があ り、 この孔は栓

及びOリ ングにより気密 にできる構造 とした。孔の大 きさは、孔か らの試料 の粒子

の流出を防 ぐため、また、孔が 目詰ま りして水 の流出を大 きく妨げることが無い よ

う、孔の仕様 を変えての実験の結果 に基づ き、直径3.1mmに 決定 した。 さらに、試

料 による孔 の 目詰 ま りを防 ぐため、孔の栓 を閉めた状態 では、栓の頂部が底面よ り

僅 かに上になるように した。容器 は、全 て組み立てた状態では気密 とな り、 内圧 を

下げることができる構造に した。

試験の概略の手順は以下の通 りに設定 した。

(A) 固体比重の計測

(B) モール ドの容積 (供試体の体積) 及びモール ドの空重量の計測

(C) 試料 の乾燥

(D) 液状化物質判別試験容器の組み立て及び気密性 の確認

(E) 試料の挿入及び締固め

(F) 飽和試料の作成及び供試体の形成

(G) 供試体の重量計測 (排水前)

(H) 供試体からの排水

(I) 供試体の重量計測 (排水後)

(J) 供試体の水分値計測

(K) 飽和度等の解析

(L) 液状化物質か否かの判定

以下、各手順の内容及び手順 を決定す る際の考え方について述べる。

3.4.2 固体比重の計測から試料挿入前まで

試料の固体比重の計測は、JIS A1202「土 粒子の密度試験方法」(1999) などの適

当な標準 に従 って実施すれば良い (c.f. B.3.2)。 モール ドの容積 (供試体の体積) 及

び空の重量は、予 め計測 してお く必要がある (c.f. B.3.3)。容器への挿入 の前に試料

を乾燥 させ るこ とは、試料の締 固めの再現性 を得 るため及び試料 の間隙の空気 を速

やかに抜 くために必要である (c.f. B.3.4)。
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試料の挿入 に先だって、蓋を した状態で容器 の気密 を確認 してお くことは、容器

の気密が保 たれ ない ことに よる実験のや りなお しを避 けるのに有効であることが分

かった。そのため、 「容器 の気密性の確認」 を試験手順に含めた。

気 密が保 たれ ない原 因 とな り易いのは、まず 、モール ド底部の栓の部分であ り、

この部分 の気密性 を確認す るには、真 空引きを実施 してみ ることが最 も簡 単で効果

的である。 また、試験 を繰 り返 して実施す る場合 、プ ロアー (圧縮空気による吹 き

出 し) 等を用 いて容器の内部に水 が残 らない よ うにす るが、特 に蓋の配管の中には、

僅かな水が残 り易い。 こ うした僅 かな水を蒸発 させ、真 空引きを確実に行 うために

も、試料 の挿入に先立って容器 を完全 に組み立てた状態で、真空引きを行 うこ とが

有 効 と言 え る.(c.f. B.3.5)。

3.4.3 試料 の挿 入及 び締 固め

締 固め は、 図3.3に 模式 的 に示す よ うに、モー ル

ドと延 長 カ ラー を組 み 立て た状 態 で、試 料 を挿入 し、

そ の上部 か らランマー で 突 き固 め るこ とに よ り行 う

こ とに した。 ラ ンマー はプ ロクター/フ ァガベ リ法

の もの 、即 ち 、底面 の直径50mmで 、質 量0.35kg

のハ ンマー を 高 さ0.2mか ら落下 させ る形式 の もの

を用 い る こ とと し、締 固めの度 合 いは 、層の数 とハ

ンマー の落 下 回数 に よ り調整 す る ことに した。

締 固 めの度 合 い は、(3.3) 式 で示 され る締 固め仕 事

量 (Compactive effort) で 表 され る。

図3.3 試料の挿入及び締固め

(3.3)

ここで

Ec: 締 固め仕事 量 [J/m3]

MR: ランマー の質 量 [kg]

g: 重力加 速度 [m/sec2]

H: ランマ ーの落 下高 さ [m]

NB; 一層 当た りの ランマー の落 下回数

NL: 層 の数
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V: モール ドの容 積 (供試 体の 体積) [m3]

液 状化 物 質判 別 試験 で は、締 固 め仕 事 量 を プ ロ クター/フ ァガベ リ法 に合 わせ た。

プ ロク ター/フ ァガベ リ法 の締 固 め仕事 量 は約86kJ/m3で あ る。 液 状化 物質 判別 試

験 に お い て は、 ハ ンマ ー の 質 量 (0.35kg) 及 び落 下 高 さ (0.2m) はプ ロク ター/

フ ァガベ リ法 の それ と同 じで あ るか ら、ハ ンマ ー の総 落 下 回数 は供 試 体 の体積 に比

例 させ れ ば 良い。 プ ロク ター/フ ァガベ リ法で は、1,000cm3の 供試 体 に対 して 、計

125回 (5層 ×25回/層) ハ ンマー を落 下 させ るの に対 して、液状 化物 質判別 試験 で

は、供試 体 の体積 は約1,700cm3で あ るか ら、ハ ンマー の総 落下 回数 は213回 と した。

層 の数 は5と し、各層 に対す るラ ンマ ー の落下 回数 は42、42、43、43、43回 と した。

以 下 は、 特 に こ とわ らない 限 り、 液状 化 物質 判 別試 験 に お け る締 固め は、 この方法

で実施 した。 なお 、一 部 の実験 で は6層 、一層 当た り50回 、計300回 の ランマー の

落 下に よる締 固 めを実施 した。

容器 内に 注水 した 際に 、供試 体 、即 ちモー ル ド内

の試料 が水 に よ り乱 され るこ とを防 ぐた め、締 固 め

が終 わ った状 態で は、 図3.4に 模 式 的 に示す よ うに 、

モール ド (延長 カ ラー を 除 く部 分) よ り2～3cm程

度 上 まで達 す る よ う、試料 を挿 入す るこ とに した。

3.4.4 飽 和試料 の作成

試料 を飽 和 状態 にす るため には 、図3.5に 示す 通

り、 まず 、容器 に蓋 を した状態 で、真 空引 き によ り、

容器 内の 空気 を除 去す る。 真空 引きの 時間 につ いて

は3.4.9節 で 述べ る。 真 空 引 きの後 に容器 内に注水

す るた め、蓋 の所 定 の配 管 (図 のWater in) には ビ

ニール チ ュー ブ等 を接続 し、そ の 一端 は十分 な量 の

水 を入 れ た タ ンク (バ ケ ツ等) 内の水 の 中に入 れ て

お く必 要 が ある (図B.2参 照)。

図3.4 締固めが終 了した状態

図3.5 真空 引 き
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所 定の真 空引 きが終了 した ら、図3.6に 示す よ

うに、真空ポンプへのバル ブを閉めて、蓋の配管、

即ち試料の上部から注水する。

試料 を飽和状態にす る 目的では、試料の下部 か

ら注水す ることも考え られ るが、その場合、注水

の際の流速を十分に低 くしない と、締 固めた試料

を乱す恐れがある。 そのため、また簡単のため、

注水 は上部か ら行 うこ とに した。そ して、水 が試

料を乱す ことを防 ぐため、モー ル ドの上部2～3

cm程 度 まで試料を入れることに した。 これによ り、

水配管に接続す るタンクの圧力は大気圧 としたま

ま 、注 水速 度 を調整 す る こ とな く、容器 内部 の負 圧 に よ り注 水す る こ とを可 能 に し

た。 注水 後 に容 器 内部 の圧 力 を回復 させ る際 ("Air in" のバ ル ブ を開 けた 際) には 、

水 が試 料 の 中に浸透 してい くこ とが 多い た め、水 は試 料 の上3cm程 度 に達す るまで、

十分 な量 を入れ るこ とに した (B.3.7節 、手 順 (F-2) 参照)。

図3.6 注水 後の状 態

3.4.5 供試体の形成及び重量計測 (排水前)

供試体を形成す るには、図3.7に 示すよ うに、延

長カ ラー を外 し、モール ドの外側の試料や水 を取 り

去 る。 この状態で重量を計測す ることによ り、排水

前の供試体の重量が得 られ る。
図3.7 供試体

3.4.6 供試体か らの排水及び重量計測 (排水後)

図3.8に 示す よ うな適 当な架台に供試体の入った

モール ドを乗せ、底部の栓 を外す ことにより、供試

体 から排水する。排水時間については後述する。

排水が終了 した ら、底部の孔に栓を し、供試体の

入 ったモール ドの重量を計測す る。

3.4.7 供試体の水分値計測

排水後の供試体は部分によって水分値 が異なるた

め、供試体 を形成す る試料の全量を用いて水分値 を計測する ことが重要である。ま
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た、試 料 を乾燥 用 のバ ッ トに移 しか え る際 に、 容器 内 に水 が残 る こ とが ない よ うに

す る た め、 モー ル ドの 内側 をペ ー パー タオル で 拭 うこ と も重 要 で あ る。 そ の た め、

水分値 計 測 の際 には、ペ ーパ ー タオル を用い る こ とに した (c.f. B.3.10)。

3.4.8 飽和度等の解析及び判定

試験に よ り、排水前並びに排水後 の供試体の重量及び排水前後の供試体の重量変

化、即 ち排水 された水の量△Wが 求め られ る。 これ らの値 と、試料の固体部分の単位

体積重量及び排水後の試料 の水分値か ら、試料 の間隙比 、排水前の試料の水分値及

び排水前並びに排水後の試料の飽和度が、以下の式に より得 られ る。 ここで、水の

単位体積重量は1,000kgf/m3と 仮定 し、空気の重量は無視する。

(3.4)

(3.5)

(3.6)

(3.7)

(3.8)

(3.9)

(3.10)

ここで、記 号 は以 下の通 り。

V: 体積

γ: 単位 体積重 量

W: 重量

Mc: 水分値

e: 間隙比

Sr: 飽 和度

また、下付の記号及び上付 きの記号は以下の通 り。

S: 固体部分
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W: 水

T: 供試 体 全体

V: 空 隙

SR: 排水 前

DR: 排 水後

(3.8) 式で得 られ る排水後の供試体の飽和度 が70%以 上であれば液状化物質 と判定

し、70%未 満 であれ ば液状化物質では無い と判定す る。判定のためのクライテ リア

の設定については3.5節 で述べ る。

この試験 は、基本的には排水後 の試料 の飽和度で 当該試料が液状化物質か否 かを

判定す るものであるため、排水前の試料の飽和度が十分に高 くない と、試験は意味

をな さない。そのため、(3.10) 式で得 られる排水前の飽和度が低い場合、その試料は、

この試験の適用対象外 と考 えるべ きである。即 ち、 この試験 によ り、排水前の飽和

度が低い試料 が液状化物質か否 かを判 定す るのは適 当ではない。本研究においては、

全ての実験 (32) において排水前の飽和度は95%以 上であったことを考慮 し、試験の適

用範 囲は、排水前の飽和度が95%以 上の場合に限ることに した。

3.4.9 真空引きの時間

液状化物質判別試験手順 において、真空引きの時間は、実験結果 に基づいて決定

した。真 空引 きの時間 を決定す る実験においては、ニ ッケル スラグ (ニ ッケル鉱

滓) を試料 として用いた。固体比重は3.05、 有効径D10は0.058cmで あった。試料

の粒径分布を図3.9に 示す。また、真空引きの時間 と容器 の内圧の関係を図3.10に

示す。 この実験においては、試料の締 固めは6層 、一層 当た り50回 のランマーの落

下によ り行った。
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図3.9 真空引き実験用試料の粒径分布

図3.10 真空引き時間と容器の内圧

(絶対値)

図3.10に おいて、真空引き開始までは容器の内圧 は1.0×105Pa (大気圧) であ り、

この試料については、5分 以内に容器の内圧 は100Pa、 即ち大気圧の1/1000よ り低

くなった。一般 に5分 程度の真空引きを行 えば、試料 を飽和状態にする意味では十

分 と考え られ るため、余裕 を見込んで真空引きの時間は15分 とした。

3.4.10 排 水 時 間

排水時間は実験結果に基づいて決定 した。実験では、排水後の飽和度が液状化物

質の判定のクライテ リアである70%に 近い試料を用いて、供試体から排出され る水

の量 を時系列的に調べた。締固めは6層 、一層 当た り50回 のランマーの落下により

行 った。実験 に用いた試料は、ニッケルスラグとカ ッパースラグ (銅鉱滓) であ り、

ニ ッケルスラグは粒径 を調整 したものである。 ニッケルスラグの固体比重は3.05、

有効径D10は0.037cmで あった。カ ッパースラグの固体比重は3.69、 有効径D10は

0.062cmで あった。試料の粒径分布を図3.11に 示す。試験では、容器の下に天秤及

び器 を置 き、供試体か ら排 出され る水の重量を計測 した。排 出され た水 の重量の時

系列 を図3.12に 示す。

図3.12に 示 した実験 において、30分 間の排水前後の供試 体の重量変化 は、カ ッ

パースラグのそれが192g、 ニ ッケルスラグのそれが129gで あった。また、排水後

の飽和度 はそれぞれ67.2%、76.5%で あった。図 より、液状化物質のクライテ リア

に近い排水後の飽和度を有す る供試体からの排水重量は、約20分 を過ぎると変化速

度が低 くなるため、余裕を見込んで排水時間は30分 とした。
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図3.11 排水時間実験用試料の粒径分布 図3.12 排水時間と排水重量
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3.5 液状化物質判定のためのクライテ リア

3.5.1 クライテ リアの考え方

プ ロクター/フ ァガベ リ法では、試料 の水分値 を変化 させ て所定の方法で締 固め

を行い、飽和度 が70%と なる水分値 を運送許容水分値 としている。 よって、プロク

ター/フ ァガベ リ法は、飽和度70%以 下の物質は液状化を起 こさないことを直接保

証す るものではないが、 この飽和度以下の物質は液状化 の恐れがないことを示唆 し

ている と言える。 ここで、飽和度70%に 対応す る水分値は流動水分値ではなく運送

許容水分値 、即 ち、安全余裕 を見込んだ値 であることに留意 されたい。また、プ ロ

クター/フ ァガベ リ法 の適用範 囲は、粗い精鉱 とこれ に類似す る物質に限られ るこ

とに も留意 されたい。 さらにプロクター/フ ァガベ リ法では、モール ドの水密性に

ついては規定 していない。即ち、この試験法は、供試体か らの排水条件 を規定す る

ものではない。一方、液状化物質判別試験 は、飽和状態の供試体か ら小孔を通 して

排水 させ、その後 の飽和度 を評価す るものであ り、排水後の飽和度は、試験法によ

り大 きく変 わる。 よって、液状化物質判別試験によ り得 られ る飽和度 の位置付けに

ついては慎重に検討する必要がある。

液状化物質判別試験 は、岸壁や貯鉱場に積載 されていた貨物が、積付の際に、液

状化の観点か らみ てどのよ うな水分値 にな り得 るかを、典型的な条件の下で試料か

らの排水 の性質を調べ ることにより、判定 しよ うとす るものである。試験において

容器 底部 の孔が供試体 中の微細な水の流路に比較 して十分に大 きく、且つ、排水時

間が十分 に長けれ ば、排水後 の供試体 中には、表面張力 と重力の作用の結果 として

毛管水 (29) が残 る。そ こで、液状化物質判別試験において排水後の供試体 中に残る水

を、乾燥 した供試体が吸い上げる毛管水に置 き換 えて考えてみる。毛管水の量は毛

管上昇高に依存す る。毛管上昇高hcは 土粒子の有効径D10と 間隙比eに より、大体

次式によって求めることができる。

(3.11)

ここに、Cは 粒子の形状 と粒子表面の化学的な よごれに よって決まる定数 であって

0.1～0.5cm2の 範囲である。即ち、毛管上昇高は、有効径 と間隙比におおよそ反比例

す る。そ して、液状化物質判別試験では、供試体の毛管上昇高が供試体の高 さ (100

mm) よ り十分に大 きければ、試験において殆 ど供試体か らの排水 は殆 ど無い と考え

られ る。一方、毛管上昇高が数十セ ンチメー トルの鉱滓 を、貯鉱場に1m程 度積み

―43―



上げた場合 を考慮すれば、毛管水が残 るのは底部付近だ けである。 よって、液状化

物質判別試 験で排水後 の供試 体に残 る水の うち毛管水が一定程度 の割合 を占めると

した ら、実際の貨物では、間隙比の問題 を別 にすれば、平均 の水分値は液状化物質

判別試験の排水後の供試体の平均水分値 よりも低 くなる と考えられる。

以上を踏ま えて、液状化物質判別試験 における液状化物質の判定のための クライ

テ リアは、各種の物質について各種の試験 を実施 し、その結果 を踏 まえて総合的に

検討 した うえで決定 した。

3.5.2 ク ライ テ リア の検討 のた めの実 験 (31),(38),(39)

3.5.2.1 実験 に用 いた試 料

実験 に用 い た試料 及 び これ ら試料 の 固体 比重 を表3.1に 示 す。 表 に示 した 固体 比重

は、5回 の計測結 果 の うち、最 大値 と最小値 を除い た平均値 で あ る。

表3.1 試料の名称及び固体比重

Carol Lake Iron Ore Concentrateは カ ナ ダ か ら送 付 され た試 料 、Sedimentary Galenaは

ポ ー ラ ン ドか ら送 付 され た試 料 で あ る。 以 下 、 各 試 料 は 略 称 で 示 す 。

Zinc Conc.及 びCopper Conc. は液状

化 物 質 の代 表 的 な もの で あ る。Iron

Conc. は、経 験 的に は液 状化 物質 と判

断 され る物 質 のな か で 、比 較 的粒 径

が 大 き な も の と して 選 定 され た 。

Galenaは 、経 験 的に は液 状化 物 質 で

は無 い と判 断 され る物 質 の なか で 、

比較 的粒径 の細 かい もの と して 選 定

され た。Nickel Slagは 、 経験 的 に は

液 状 化 物 質 で は ない と判 断 され る物

質 で あ る。試 料 の粒 径 分布 を図3.13

Grain Size [mm]

図3.13 試料 の粒径分 布
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に 示 す 。Copper Conc. とZinc Conc.、Iron Conc. とGalenaは そ れ ぞ れ 粒 径 分 布 が近 い

と言 え る。

3.5.2.2 プ ロクター/フ ァガベ リ法試験

これ らの試 料 を用 い て、 プ ロクター/フ ァガベ リ法 (c.f. BC Code) に よ る試 験 を

実施 した。 この試験 は、所定の締 固め条件 下にお ける試料の水分値 と間隙比の関係

を求める試験 (プ ロクター試験) と、これに基づ く運送許容水分値 の判定 (ファガ

ベ リ法) か ら成 り立ってい る。 プロクター試験 は、土の締固めに関す る性質を調べ

る際の基 礎 的試 験で あ る。 この試験 で は、 モール ドは、JIS A1210, 1999-「 突 固め に

よる締 固 め方 法 」に規 定 され てい る内径100mm、 容積1,000cm3の モ ール ドを用 い

ることがで きる。モール ドは鋼製で、底板及び 円筒か ら構成 され てお り、締固めの

際には、カラーを取 り付ける。試験の概略の手順は以下の通 り。

(1) 試料の固体比重 を計測す る。

(2) 試料の水分を調製す る。

(3) モ ール ドか らカ ラー を外 した状態 で 、重 量 (モ ール ドの 空重 量) を計 測

す る。

(4) モ ール ドにカ ラー を取 り付 け る。

(5) 締 固め を行 い、試 料 をモール ド (カ ラー付 き) に挿入 す る。

(6) カ ラー を外 し、 モー ル ドの 上縁 に沿 っ て、試 料 をス トレー トエ ッジで切

り取 り、余分な試料を除去す ることによ り、供試体を形成す る。

(7) 供試体の入 ったモール ドを清掃 した後、重量を計測 し、供試体の重量 を

求 め る。

(8) 供試体の水分値 を計測す る。

締 固 めは試 験基 準 に従 って0.35kgの ランマー を0.2mの 高 さか ら一 層 当た り25回 、

5層 で実施 した。 供試 体 の体積 は1,000cm3で あ る。供 試 体 の重 量、水 分値 、 固体比

重か ら、間隙比が計算できる。

試験においては、乾燥状態の試料 と、可能な限 り多 くの水分 を含む試料 を用意 し、

これ らの試料 について試験 を行 うとともに、これ らを適宜混ぜ合わせて適 当な水分

値 の試 料 を調製 し、試 験 した。 結果 を図3.14～3.18に 示す。
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図3.14 Zinc Conc. の 締 固 め 曲 線 図3.15 Copper Conc. の 締 固 め 曲 線

図3.16 Iron Conc. の 締 固 め 曲 線 図3.17 Galenaの 締 固め 曲線
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図3.18 Nickel Slagの 締 固 め 曲 線

各図の横 軸は体積ベー スの正 味水分値、即 ち、試料 中に 占める水の体積 を固体部分

の体積 で割 った値であ り、縦軸は間隙比である。図中の直線 は飽和度70%に 対応す

る線 で ある。 この直線 の式 は、以 下の通 り。

(3.12)

こ こで 、

M'c: 体積ベ ー スの正 味水分値

Vs: 固体部分の体積

Vw: 水 の体 積

Vv: 空 隙の体 積

Sr: 飽 和 度 (Vw/Vv)

e: 間 隙 比 (Vv/Vs)

この 図 の 書式 は試 験 法 (c.f. BC Code) の 中で指 定 され て い る。 この 直線 とグ ラ フ

(Compaction curve) の 交点 に対 応 す る水 分 値 が、 プ ロ クター/フ ァガベ リ法 に よ る

運送許容水分値である。

各試料の最大水分値 にお ける試験では、いずれ もモール ドの円筒部 と底部の隙間

か ら水 が 出 て きて い るの を確認 した。Nickel Slagを 試 料 と した試験 では 、試 料 の締

固めの間に水 が流出 し、試料 の水分値 は、図に示 した値まで しか試験 できなかった。

各試料の運送許容水分値及び試験することのできた最大水分値並びに飽和度を表3.2

に示 す。
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表3.2 プロクター/フ ァガベ リ法による運送許容水分値及び最大水分値

プロクター/フ ァガベ リ法試験では、飽和度一定の グラフが直線 となるよ う、図

3.14～3.18の よ うに結果 を示 す こ とが規 定 され てい る。 これ らの試 験 の結 果 は、横 軸

を水分値、縦軸 を乾燥 時の単位体積重量 (乾燥時の見かけ単位体積重量) として、

図3.19～3.23の よ うに も表現 で きる。締 固 め試 験 (プ ロク ター試 験) の結果 の表 現

方法 として は、 これ らの図の方が一般 的で ある。図中の曲線 は、飽和度 が一定 とな

る線 であ る。 図3.19～3.23で は、飽 和度70%に 対応す る水 分値 を示 して ある。

図3.19 Zinc Conc. の 締 固 め 曲 線 図3.20 Cpooer Conc. の 締 固 め 曲 線
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図3.21 Iron Conc. の 締 固 め 曲 線 図3.22 Galenaの 締 固 め 曲 線

図3.23 Nickel Slagの 締 固 め 曲 線

3.5.2.3 貫 入 法 試 験

プ ロクター/フ ァガベ リ法は、試料 の締固め試験の結果か ら運送許容水分値 を決

定す る方法であ り、液状化現象 の発生の可否を観察す るものではない。 そこで、各

試料における液状化現象の発生の有無を確認するため、貫入法試験 を実施 した。試

験 にお い て は精 鉱用 の 容器 (c.f. A.4.7.5節 、表A.7) を用い た。試験 装置 を 図3.24に

模式的に示す。試験の概略の手順は以下の通 り。

(1) 試料の水分値を調製する。

(2) 所定の締 固めを行 い、試料 を容器 に挿
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入す る。

(3) 容器 を加振機 (振動台) に設置する。

(4) 容器内の供試体の上に、液状化を検 出するための ビッ トを2本 セッ トす

る 。

(5) ビ ッ トの高 さ (ス タ ン ドか らの突 出長 さ) を計測す る。 また 、容器 の上

縁か ら供試体の上面までの深 さを計測す る。

(6) 2G rmsの 上 下加 速度 で6分 間振動 させ る。

(7) ビッ トの高 さ (スタン ドからの突出長 さ) を計測す る。また、容器の上

縁か ら供試体の上面までの深 さを計測す る。

(8) ビッ ト貫入量 を求 める。供試体の上面が明確 に沈下 していれ ば、ビッ ト

貫入量を補正する。

(9) 試料の水分値 を計測する。

液状化物質については、ビッ ト貫入量が50mmを 超 える場合、液状化が発生 した と

判定 され る。試料の水分値 を変えて試験 を行 い、液状化が発生する最 も低い水分値

と、液状化が発生 しない最 も高い水分値 の平均値 を流動水分値 と呼ぶ。運送許容水

分値 は流動水分値 の90%と され る。試料 の準備 や水分値の精度 については、BC

Codeを 参照 されたい。

貫入法試験では、締 固めは、試料の上面に静かに圧力を加 える、いわゆる静的タ

ンピングに よる。 タン ピングの圧力は、貨物 の見かけの密度、最大の積付深 さ及び

重力加速度 の積 とするよ うに規定 され てい る。プ ロクター/フ ァガベ リ法試験に よ

り得 られた試料の水分値 と見かけの単位体積重量 (水分 を含む) の関係 を図3.25に

示す。

図 の横 軸 は水分 値 、縦 軸 は見 か け の単位 体積 重量 で

あ る。 図 よ り、GelenaとIron Conc. は見 か け単位 体

積 重 量 が大 きい こ とが分 か る。 これ らの試 料 につ い

て は、 タン ピン グ圧 力 を120 kPaと した。 これ は、

Galenaに つい て は積 付 高 さが3m弱 、Iron Conc. に

つ い ては積 付 高 さが4m弱 の 際の貨物 底 部 の圧 力 に

相 当す る。 他 の試 料 につ いて は、 タン ピン グ圧 力 を

90 kPaと した。 これ は 、積 付 高 さにす る と約4mに

相 当する。 タンピングは、試料の上面 が平坦 にな るまで行 うのが基本である。IMO
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フローテーブル法では、直径30mmの タンパーを用いるが、貫入法の場合、 こうし

た圧力では、タンパーの径30mmで は、タンパーが試料に貫入 してしまい、締 固め

が容易ではない。そのため、タンパー としては直径100mmの ものを用いた。貫入法

試験では、供試体 の体積 を計測 しないため、一般には間隙比 は得 られない。 そこで

参考のため、各試料の水分値 を流動水分値に近い値 に調製 した上で、Nickel Slagに

ついては水分値 を高めに調製 した上で、この締固め方法 (タンパー径100mm、 タン

ピング圧力90/120 kPa) によ り形成 した供試体の重量、水分値及び概略の体積を計測

した。結果 を表3.3に 示す。

表3.3 貫入法試験の締固め条件における締固めの度合い

この表 に示 され た 間隙 比 と、 プ ロク ター/フ ァガベ リ法 試 験 に よ り得 られ る同程 度

の水 分値 にお け る間隙 比 を比 較す る こ とに よ り、貫入 法 試 験 にお け る上記 の締 固 め

の程度 を、プ ロクター/フ ァガベ リ法試 験 の場合 の それ と比較 で きる。 図3.19～3.23

の グラ フ (Compaction curves) よ り、各試料 の表3.3に 示 した水 分値 (流動 水分値 付

近) にお け る乾燥 時の 見 か け単位 体積 重 量 を読み と り、 間隙比 を求 めた。 結 果 を表

3.4に 示 す 。 但 し、Nickel Slagは 、 プ ロク タ ー/フ ァガ ベ リ法 試 験 で は水 分 値 が

9.2%ま で達 しな かっ たので 、外挿 した値 で あ る。

表3.4 貫入法試験 時の締固め とプロクター/フ ァガベ リ法試験による間隙比の比較

表 よ り、本研 究 の貫入 法 試 験 時 の締 固 め方 法 に よ る締 固 めの程度 が分 か る。 貫 入 法

試 験 にお け る締 固 めに よ り、Zinc Conc.、Galena及 びNickel Slagで は、 この水分値 で
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は、プロクター/フ ァガベ リ法の場合 (締固め仕事量約86 kJ/m3の 突固めによる締

固め) と比較 して、間隙比が小 さくなっているこ とが分かる。 このことか ら、タン

ピング圧力 を90 kPa及 び120 kPaに 設定 し、従来の試験の際 よりも大型のタンパー

を用いたこ とに より、貫入法の試験基準が想定す る範 囲内ではあるが、比較的強 め

の締固めが行 われたと考え られ る。

砂等の液状化強度 に及ぼす過圧密 (overconsolidation) の影響については、これま

でに各種の研究がなされてい るのに対 して (40),(41)、貫入法試験における締固めの程度

と流動水分値 の関係 については、十分 に研 究 されてはいないが、締 固めの強 さが流

動水分値 に及ぼす影響 については、以下の通 りと考え られる。貫入法試験では、試

料 を強 く締 固めた場合 は、試料 を弱 く締 固めた場合 と比較 して、加振開始前の試料

の半径方 向に垂 直な面にお ける直応力 (以下、 「水平直応力」 と呼ぶ。) について

言 えば、(3.1) 式右辺第一項の有効直応力の うち (3.2) 式右辺第一項の直応力 が大き く

なる。 この加振開始前の試料 の粒子 間における水 平直応力の増大 は、液状化 を発生

させ難 くす る、即ち、流動水分値 を上昇 させ る原 因にな ると考え られる。一方、締

固めを強 くした場合は、間隙比が低下す る。 間隙比の低下は、試料の透水性 を低下

させ るとともに、同一飽和度 における水分値を小 さくす る (c.f. 3.2.2)。 よって、間

隙比の低 下は、流動水分値 を低下 させ る原因になると考 えられ る。貫入法試 験の よ

うに18,000ま たは21,600回 (6分 間50/60 Hz) の繰 り返 し加速度を作用 させた場合

は、加振前の試料の粒子間に作用する水平直応力 の増大 よ りも、間隙比の低下の方

が流動水分値 に及ぼす影響が大 きい と考え られ るため、貫入法試験では、一般に、

締 固めを強 くす ると流動水分値 は低下す ると考 えられ る。貫入法試験の開発 の際に

は、直径56μの グラス ビーズを用いて、当時の貫入法試験 (片振幅2G) における

締固め (圧力0.4kgf/cm2の タンピング) の有無の影響が調べ られた (42)。その結果、

締固めを行った場合は水分値16.52%で6分 間の加振時のビッ ト貫入量が50mmを 超

えたのに対 して、締 固めを行 わなかった場合 は水分値17.49%で は ビッ ト貫入量 は

50mm未 満であ り、17.88%で ビッ ト貫入量が50mmを 超 えたことが報告 されている。

また、Barite Concentrate (重晶石。D60=0.05mm。D10は 計測されていない。) を用

いて締 固めの際のタンピング圧力 を変化 させて当時の貫入法試験 (片振幅2G) を実

施 した結果 (20),(42)、タンピング圧力が0.42kgf/cm2の 場合は流動水分値 が10.2%で

あったのに対 して、 タンピング圧力 を1.05kgf/cm2に した際 には、流動水分値が

95%ま で下がったことも報告 されている。 これ らの試験結果か らも、貫入法試験で
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は 、締 固 め を強 くす る と流 動 水 分値 が 低 下す る こ とが 分 か る。 貫 入法 試 験 とプ ロク

ター/フ ァガベ リ試 験 を比較す る際に は、 この点 を考慮す る必要 が ある。

Zinc Conc.、Copper Conc.、Iron Conc.及 びGalenaに お ける水分値 とビッ ト貫入 量

の 関係 を図3.26～図3.29に 示 す。Nickel Slagの 試 験 では、水 分値 に 関わ らず 、 ビッ

ト貫 入 量 は全 て50mmを 超 えた。 但 しこの こ とは、 乾燥状 態で あ って も試 料 の粒 子

が振 動 に よ り運 動 して しま い 、 ビ ッ トを支 える こ とがで きなか っ た こ とに よ るもの

で あ り、水分 値 に よ らず、液 状化 現象 は観 察 され なか った。

図3.26 Zinc Conc. の 水 分 値 と

ビ ッ ト貫 入 量

図3.27 Copper Conc. の 水 分 値 と

ビ ッ ト貫 入 量

図3.28 Iron Conc. の水分値 と

ビッ ト貫入量

図3.29 Galenaの 水 分値 と

ビッ ト貫 入量

貫入法試験により求めた流動水分値並びに運送許容水分値及びプロクター/フ ァ

―53―



ガベ リ法試 験 に よ り求 めた運送 許容水 分値 (c.f. 表3.2) を表3.5に 示す。

表3.5 貫入法試験による流動水分値、運送許容水分値 と

プロクター/フ ァガベ リ法試験による運送許容水分値

表 よ り、プロクター/フ ァガベ リ法試験 は、貫入法 と比較 して、低い運送許容水分

値 を与えるものではない、即ち、安全側の値を与えるものではない と言える。但 し、

表3.5に 示 した貫入法試験に よる運送許容水分値は、前述の通 り、低めの値 となって

い る可能性があるため、本研 究においてプロクター/フ ァガベ リ法試験による運送

許容水分値 が貫入 法試験 に よるそれ よ りも高い値 を示 した ことは、プロクター/

ファガベ リ法試験 に問題 があることを意味す るものではない。

貫入 法試 験 にお いて 、Zinc Conc. とCopper Conc. は、水 分値 が高 い場合 、振動 を与

え る と表 面 に水 分 が析 出 した。 即 ち 、液 状 化 の様 子 を示 した。 一 方 、Iron Conc. と

Galenaは 、供試 体全体が明確 な液状化 の様子 を示す ことはなかったが、水分値が高

い場合、振動を与えると供試体のビッ トに接触 した部分では、水分が析 出した。

Galenaは 、荷送人に よ り経験 的に液状化物質では無い と判断 され る物質のなかで、

比較 的粒 径 の細 かい もの と して選 定 され た (c.f. 3.4.2.1)。 しか し、 その粒径 分 布 は、

経 験 的 に液 状化 物 質 と判断 され てい るIron Conc. に近 く、ま た、貫入 法試 験 に よ り流

動水分値を求 めることができるこ とか ら、本研究にお ける実験結果か らは、液状化

物質 と判定できる。

3.5.2.4 透 水 性 試 験

液状化現象 は間隙水圧の上昇によるものであ り、間隙水圧の上昇 は粒子の間隙を

水が通過する際の抵抗に依存する。粒子の間隙を水が通過する際の抵抗を代表する

物 性 値 が透 水 性 (permeability) で あ る。 透 水 性 は (3.13) 式 で 与 え られ る透 水 係 数

(hydraulic conductivity)、 い わ ゆ る ダ ル シ ー 数 (Darcy coefficient) で 表 され る。

(3.13)

記号は以下の通 り。
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kT: 温度Tに お け るダル シー数

L: 供試 体 の高 さ

Q: 時 間tの 間に供試 体 を通過す る水 の量

h: 水頭

A: 供試 体 の断面積

t: 流量 を計 測す る時 間

試 験 は 、JIS A 1218, 1998「 土の透 水性試 験 方法 」 の うち、 「定水位 透水性 試 験 」

に基 づ き、実施 した。 試 験方法 を模 式 的に図3.30に 示す。

図3.30 透水 性試験 の イ メー ジ

試 験 装 置 は、 モ ール ド、延 長 カ ラー (締 固 め用 と透 水 用)、 越 流 水槽 、 メス シ リ

ンダ等か ら構成 され る。 モ ール ドは、 内径100mmで 供試 体 の体積 は991.2cm3で あ

る。 モ ー ル ドの底 部 には 多 くの孔 があ る。供 試 体 は 、底 部 にのみ 呼び径106μmの

メ ッシ ュ を当て た。 透 水性 の 良 い試料 の実験 にお け る影 響 を避 け るた め、 ポー ラス

ス トー ン、濾 紙 等 は使 用 しな か った。 供試 体 を形成 す る際 には 、乾燥 した試 料 を用

い て 、プ ロク ター/フ ァガ ベ リ法 試験 と同 じラ ンマー を用 いて 、一 層 当た りの落 下

回数25回 、5層 で締 固 めを実施 した。 透水性 計 測は 、乾燥状 態 の供試 体 に底部 か ら

水 を浸 透 させ て 飽 和状 態 に して実 施 した。試 験 手順 は以 下 の通 り。 なお、 固体 比 重
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は事前に求めてある。

(1)「Oリ ング」 を使用 してモール ドを組み立て、モール ド内部の底 に金属

メッシュ (メッシュ呼び径: 106μm) を置 く。

(2) モール ド (上部の延長カラーを除 く) の空重量を測定する。

(3) 締固め用延長カラーを取 り付ける。

(4) 乾燥試料 を容器 に入れ、プロクター/フ ァガベ リ法試験に準 じて締 固め

を行 う。(5層 、ランマー (質量350g、 高 さ0.2m) 落下25回/層)

(5) 締固め用延長カラーを取 り外す。

(6) ス トレー トエ ッジを使用 し、モール ドの上縁に沿って試料を切 り取 り、

余分な試料を取 り除 く (乾燥供試体形成)。

(7) 乾燥状態の供試体入 りのモール ドの重量を測定 し、供試体の乾燥重量、

嵩密度、間隙比を計算する。

(8) 透水用延長カラーを 「Oリング」を使用 してモール ド上部に設置す る。

(9) モール ドを越流水槽に入れ る。

(10) 越流水槽 に注水する。透水用延長カラーには注水 しない。

(11) 供試体の底部か ら水が浸透 して、供試体上部に水が達す るまで、静かに

放置する。

(12) 供試体に水を通すため、延長カラーに注水す る。

(13) 越流水槽か らの流出が定常状態 に達す るまで待つ。

(14) 越流水槽か らの流出率を三回計測す る。

(15) 供試体の水分値 を測定 し、飽和度を計算す る。

供試体か らの排水が有意 な場合、即 ち、試料が粗い場合は、JISで 規定されてい る通

り、ステ ップ15は 省略する。

供試体の寸法を表3.6に 示す。

表3.6 供試体の寸法

各試料の透水性 に大 きな差 があるこ とか ら、越流水槽 の排水開始か ら透水性の測

定開始までの時間、お よび測定開始 か ら終了までの時間を、試料の透水性に応 じて

変更 した。 また、水頭 も試料 の透水性 に応 じて変更 した。各試料 に対す る試験にお

ける排水 開始か ら測定 開始 までの時間及 び測 定開始 か ら終 了までの時間 (計測時
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間) を表3.7に 示 す。

表3.7 計測時間及び計測開始時間

試 験結 果 を表3.8に 示 す。

表3.8 透水性試験結果

Iron Conc. とGalenaの 透 水性 は 、Copper Conc. 及 びZinc Conc.、 即 ち典型 的 な液 状化

物質 と比較 して 高 い と言 え る。Nickel Slagの 透 水性 は、試 験 した他 の物質 の それ の

約200～100,000倍 で あっ た。

3.5.2.5 液状 化物 質判別試 験

上述 の各試 料 につ い て、液 状化 物質 判別試 験 を実施 した。供試 体 の直径 は146mm、

高 さは101.5mmで あ った。試 験結 果 を表3.9に 示 す。
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表3.9 液状化物質判別試験結果

表か ら明らかなよ うに、供試体か ら有意な排水があったのはNickel Slagの みで り、

他の試料で は、供試体 か らの有意な排水はなかった。 この表 中に示 した排水前の飽

和度か ら分か る通 り、本試験手順 によ り、粘 土のよ うに粒子 の細かな物質について

は不明であるが、液状化物質か否 かが問題 となる程度 の粗 さの試料 であれば、排水

前の試料 は殆 ど飽和状態になると考えられ る。

3.5.2.3節 の末尾で述べた通 り、Galenaは 物質の性状か らは液状化物質 と判定すべ

き と考え られ る。経験的には液状化物質 と判定 され る物質の中で比較的粒子の粗 い

Iron Conc.と 、経験的には液状化物質ではない と判定 され る物質の中で比較的粒子の

細かいGalenaは 、透水性 も同 じオー ダーである。一方、液状化物質判別試験の結果

か らは、 どち らも排水後の飽和度は95%以 上であった。 これに対 して、液状化物質

では無い と経験的に判断 されるNickel Slagの 排水後の飽和度は43.1%で あ り、他の

物質 と明確 に異なっていた。 これ は、Nickel Slagは 毛管上昇高が試験 した他の物質

のそれ より小 さいためと考 えられ る。

試験において、排水後のNickel Slagは 、供試体の上部 と下部で明らかに水分値 が

違 うことが観察 されたため、参考のため、供試体の上部約6割 と、残 りの部分 (下

部) を分けて水分値 を計測 した。その結果、供試体の上部では水分値が3.3%、 下部

では16.7%で あった。平均 の水分値 は表23に 示 した通 り8.7%で あった。上部 と下

部で間隙比が同 じと仮定する と、それぞれの飽和度 は15.0%と76.1%と なる。試料

を取 り分 ける際の作業 によ り供試体中の水分が下部 に移動 している恐れがあるため、

平均の水分値や飽和度 と比較 して、上部及び下部の水分値及び飽和度は正確 ではな

いが、この結果か らも、Nickel Slagに ついて言 えば、明 らかに試料 の上部は飽和度

が低 く、下部は飽和度が高いことが分かる。

3.5.2.6 その他の液状化物質の液状化物質判別試験結果

過去に流動水分値が計測 されている液状化物質 について、液状化物質判別試験 を
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実施 した。 これ らの試験では、締固めは6層 、各層 当た りのランマー落下回数50回

で試験 を実施 した。結果を表3.10に 示す。

表3.10 液状化物質に関す る液状化物質判別試験結果

表 にお い て流 動 水 分値 は別 途 計 測 され た もので あ る。 いず れ の試 料 に関す る試 験 で

も、有意 な排 水 はな く、排水 後 の供 試体 の飽和 度 は96%以 上で あった。

3.5.3 ク ライテ リア に関す る検 討及 び提案

液 状 化 物 質判 別試 験 の クライ テ リア を検 討す るた め、Nickel Slagを 例 と して 、液

状化 物 質判別 試験 にお ける毛管 上昇 高 を推 定 してみ る。

試 料 の 固体 比 重 は3.06で あ った。 供 試 体 の 間 隙比 は一様 と仮 定 す る (間 隙 比:

0.673)。 ま た、 排水 後 の供 試 体 は毛 管 上昇 高 まで は飽和 状 態 と し、 これ よ り上 は飽

和度 が15%と 仮 定す る。 平均 の飽 和度 は43.1%で あ るか ら、飽 和 部分 の 占め る割合

は約33%と な り、供試 体 の高 さは101.5mmで あ るか ら、毛管 上昇高 は約3.3cmと

計算 され る。 図19よ り、Nickel Slagの 有効径D10は0.13cmで あ る。 毛管上 昇高 が有

効径 と間 隙比 に反 比例 す る (29) とす れ ば、比 例 定数 は0.29cm2で あ り、 この値 は 土の

毛 管上昇 高 の比 例定数0.1～0.5cm2の 範 囲に あ る (c. f. 3.5.1)。 よって、 土にお け る

有 効径 と毛 管 上 昇高 の 関係 を、本 研 究 で用 い た精 鉱や 鉱 津 に 当て は め る こ とは 、不

適 当 とは言 えない。 も し、 精鉱 や鉱津 におい て も、0.1～0.5cm2を 比 例定数 として毛

管上 昇高 が有効 径及 び 間隙比 に反 比例 す る とす れ ば、Iron Conc. 及 びGalenaの 有効径

D10は それ ぞれ0.008cm、0.009cmで あ るこ とか ら、 液状化 物質 判別試 験 にお け る各

供試 体 の毛管 上昇 高 は、 それ ぞれ 、21～107cm、20～99cmの 範 囲 と推 定 され 、Iron

Conc. やGalenaで は 、液 状化 物 質判別 試 験 にお いて、 有意 な排 水 が なかっ た こ とが理

解 で きる。
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排水後の飽和度は、供試体 の寸法等の条件に依存す る。 よって、液状化物質判別

試験 によ り得 られ る排水後の飽和度 を、流動水分値や運送許容水分値 に相当す る飽

和度 と直接 比較す るこ とは意 味がない。液状化物質の判定のための クライテ リアを

検討す るため、液状化物質判別試験にお ける排水後 の飽和度 を、プロクター/フ ァ

ガベ リ法試験における最大の飽和度 と比較 したのが表3.11で ある。

表3.11 液状化物質判別試験 とプロクター/フ ァガベ リ法試験時の飽和度の比較

3.5.2.2 節 で述べた通 り、プロクター/フ ァガベ リ法試験では、各試料 の最大水分値

での試験 においては、締固めの間にモール ドの円筒部 と底部の隙間か ら水 が出てき

た。プ ロクター/フ ァガベ リ法試験では、供試体 は排水可能な条件 下で ランマー の

落下に よ り締 固めが行われ る。 この方法で得 られ る供試体の最大の飽和度は、 この

実験結果ではいずれ も液状化物質判別試験における排水後の飽和度 より低 かった。

実際の貯鉱場や船倉では、貨物 は少 なくとも1m程 度 は積み上げられ る。 これに

対 して、液状化物質判別試験では供試体 の高 さが10cmで あるため、即ち、貯鉱場

や船倉 内における貨物 の積付 高 さと比較 して液状化物質判別試験で問題 となる毛管

上昇 高はオーダーが異 なるため、液状化物質判別試験 において供試体か ら有意 な排

水があれ ば毛管上昇高は10cm以 下であ り、実際の貨物か らは、大半の水は排水 さ

れ、液状化 は発生 しない と考 え られ る。表3.9及 び表3.10に 示 した液状化 物質

(Nickel Slag以 外の試料) の試験結果か らは、液状化物質であって も、排水前 と排

水後 の飽和度が3%程 度異なる異なることがあることが分かる。3.4.8節 で述べた通

り、液状化物質判別試験の適用範 囲は、排水前の飽和度が95%以 上 とした。よって、

有意な排水があることを判定するためには、排水後の飽和度92%を クライテ リア と

す ることが考えられる。この条件 を一次的なクライテ リアと考える。

一方、 排水後の飽和度は供試体の間隙比 によって変わるのに対 して、液状化物質

判別試験では、締 固めは試料 を乾燥状態に して行 い、他 の状態では行 っていない。

そのため、判定のためのクライテ リアの設 定は、実際の貨物の間隙比が、液状化物

質判別試 験時のそれよ り小 さくな る可能性 があることに留意 して、安全余裕 を見込
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んで設定す る必要がある。具体的には、液状化物質判別試験時の間隙比では試料 か

ら有意 な排水 があった として も、実際の貨物 では間隙比がよ り小 さくな り、有意な

排水 が起 こらない場合 があ り得 ることを考慮 して安全余裕 を見込む必要がある。 こ

こで、液状化物質判別試験における供試体の高 さと実 際の貨物の積付高 さの違い を

考慮すれ ば、安全余裕 を見込む必要は無い とも考 えられ るが、こ うした考 え方 が妥

当である と言えるだけの実験結果 は得 られていないため、 ここでは、安全余裕 は不

要 との考え方は採用 しない。 よって、液状化物質の判別 のクライテ リアは、実際の

貨物でも有意 な排水が起 こるであろ うこ と、即ち、毛管上昇高が10cm程 度 となる

であろ うことを条件 として設定す る。

実際の貨物の間隙比の範 囲についてはデー タが無いため、各種試験時にお ける間

隙比 の最小値 を参照 して クライテ リアを検討す る。液状化物質判別試験時の間隙比

(c. f. 表3.9) と、プロクター/フ ァガベ リ法試験 (c. f. 図3.14～図3.18)、 貫入法の

試験 (c. f. 表3.3、表3.4) 及び透水性試験 (c. f. 表3.8) の際の間隙比の最小値 との比

較を表3.12に 示す。

表3.12 液状化物質判別試験時の間隙比 とその他の試験 時の間隙比の最小値の比較

表の うちZinc Conc. のデータよ り、締 固めの条件によっては、試料の間隙比は液状化

物質判別試験時の77% (0.66/0.851) まで低下することがあると言 える。 よって、液

状化物質判別試験のクライテ リアは、間隙比が試験時の77%に 低下 した場合であっ

て も、液状化物質 を液状化物質 と判定できるよ うに設定すべ きと考 えられ る。

間隙比が低下 した場合であって も液状化物質 を液状化物質 と判定できるよう飽和

度の クライテ リアを設 定す るには、間隙比の変化 に起因す る毛管上昇高の変化 が飽

和度 に及ぼす影響を安全側 、即 ち大きめに見積 もる必要がある。そ こで、排水後の

供試体の飽和度の平均値 と間隙比 との関係 について検討する。

簡単のため、供試体の間隙比は一様で、下部、即 ち毛管上昇高 配 までは完全に飽

和 してお り、上部は不飽和 でその飽和度は一定 と仮定すれば、毛管上昇高 と飽和度

の平均値 との関係 は、以下の式で表せ る。
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(3.14)

(3.15)

(3.16)

(3.17)

(3.18)

ここで、記号は以下の通 り。

Sr: 飽和度 (SrT: 供試体の飽和度の平均値)

Vv: 空隙の体積

Vw: 水の体積

H: 供試体の高 さ

hc: 毛管上昇高 (供試体の飽和部分の高 さ)

また、上付 きの記号は以下の通 り。

T: 供試体全体

U: 供試体上部 (不飽和部分)

L: 供試体下 (飽和部分)

(3.18) 式 を毛 管上 昇高hcで 偏微 分すれ ば、次 の式 が得 られ る。

(3.19)

(3.19) 式 よ り、毛管上昇高が変化 した際に飽和度が最も大き く変化す るのは、供試体

上部の不飽和部分 の飽 和度が零 の場合であることが分かる。 よって、毛管上昇高の

変化が飽和度に及 ぼす影響 を安全側で考慮するには、不飽和部分の飽和度 を零 と仮

定 して、毛管上昇高 と飽和度 の関係 を考慮すれば良い と言える。

(3.18) 式 よ り、不飽和部分の飽和度を零 とした場合の毛管上昇高 と飽和度 との関係

は次の通 り。

(3.20)
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間隙比 と毛 管上 昇高 の 関係 を (3.11) 式 で表 す。(3.11) 式 を再掲す る。

(3.11)

(3.20) 式 、(3.11) 式 よ り、飽 和 度 のク ライテ リア の設 定の ため考慮 すべ き間隙比 をe'、

その 時の 毛管上 昇高 をhc'、 飽 和度 をSrT'と す れ ば、以 下の式 が得 られ る。

(3.21)

(3.22)

間隙比が低下 してe'に なった場合であっても、液状化物質 を液状化物質 と判定する

ためには、SrT'を 飽和度の一次的 クライテ リアとし、SrTを 飽和度 のクライテ リア と

すれば良い。飽和度の一次的クライテ リアは92%で あ り、e'=0.77eで あることを考

慮すれば、(3.22) 式よ り、飽和度 のクライテ リアは0.92と0.77の 積、即ち71%と す

るのが適当 と考 えられる。

次に、間隙比eの 違いによる透水性 の違いについて検討す る。3.3.3節 で述べた通

り、透水性はe3/(1+e) に概ね比例す ると考えられるため、間隙比が77%に なれば透

水性は約1/4に なると考えられ る。一方、貨物が貯鉱場に置かれる時間は 日単位 であ

るのに対 して、液状化物質判別試験における排水時間は30分 であること、即 ち、問

題 となる排 水の時間のオー ダーが異なることか ら、間隙比の違いによる透水性の違

いを考慮 して液状化物質の判定のためのクライテ リアの設定 において安全余裕 を見

込む必要は無い と考え られ る。以上を考慮 して、液状化物質の判定のためのクライ

テ リア としては、排水後の供試体の飽和度70%を 提案す る。

3.5.4 液状化物質判別試験結果の適用範囲

液状化物質判別試験 によ り、一つの固体ば ら積み貨物が液状化物質では無い と判

定 され た としても、その結果 を適用できる範囲が明 らかにな らない限 り、同種の物

質であって も、運送の都度、試験 を繰 り返す必要が生 じる恐れがある。そのため、

液状化物質判別試験結果 の適用範 囲、即 ち、一つの物質 に関す る試験結果で液状化

物質では無い と判定 して良い物質の範囲を明 らかにする必要がある。

液状化物質判別試験の適用範 囲 (物質の 同等性) を規定す るためのパラメータと

しては、以下の ものが考えられる。

(1) 製造工程及び原材料
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(2) 固体比重

(3) 粒径分布

これ らのパ ラメータの他 にも、積付率、間隙比 といったパ ラメータが考え られ る

が、製造過程 (物質の成分。接触角 に関係す る。)、 固体比重、粒径分布 が同じで

あれば液状化物質判別試験 の結果 はほぼ同 じになると考 え られ るため、積付率、間

隙比 といったパ ラメータは考慮 しない。

ス ラグの製造 ・貯蔵 工程については 日本海事検 定協会 によ り調査 (32) が行 われてお

り、製錬 の課程では製品の品質を安定 させ るため原材料 も充分 に調製 されてお り、

スラグであって もその成分 は安定 した ものになることが報告 されてい る。その結果、

適用範囲については、 「物質は同 じ工場 で、同 じ生産工程に より、表面活性剤 を含

めた同 じ原材料か ら生産 された ものであること。」 との条件 を設けることが適当で

あるとされている。 よって、液状化物質判別試験結果 の適用 の条件 を決定す るには、

試料 の固体比重 と粒径分布について検討すれば良い と言 える。

固体比重及び粒径分布 に基づ く試験結果の適用の条件 を検討するため、本研究に

おいては、Nickel Slag (前述の試料 とは別) とCopper Slagを 、間隔をあけてそれぞ

れ10回 サンプ リング した送付 していただき、 これ らの試料の固体比重 を計測 し、バ

ラツキを調べた。 また、これ らの試料 については、 日本海事検定協会によ り粒径分

布 も計測 され、有効径 のバ ラツキが調べ られた (32)。固体比重の計測結果 を、 日本海

事検定協会によ り調査 された粒径分布 と併せて、表3.13及 び表3.14に 示す。表に示

した固体比重は3回 の計測の平均値である。

表3.13 Nickle Slagの 固体 密度 と有効 径 表3.14 Copper Slagの 固体密 度 と有 効径
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液状化物質判別試験 を実施 した試料 と、同一の工場か ら同一の製造工程を経て得

られた試料 を考 える。 これ らの試料の 固体比重の差の分布 は、固体比重が正規分布

になると仮 定 とすれば、平均値が零で分散 が二倍 の正規分布 になる。 よって、試験

した試料 と同一工程 による試料 の固体比重の差が、固体比重の標準偏差の±1.96√2

倍 以 内 にな る確 率 は95%で あ る。Nickel Slag、Copper Slagに 関す る この値 は、それ

それ 平 均 値 の約1.1%、1.4%で あ る。 よって 、 固体 比重 の違 い と して 、平 均値 の

1.5%を 許容すれ ば、同一の工場か ら同一 の製造工程 を経て得 られた試料を別 の試料

と判断 して再度試験を要求する確率は低い。

一方、有効径はバラツキが大きい。有効径が違えば、毛管上昇高や透水性が違っ

て くるため、安全 を考慮 して、液状化物質判別試験を実施 した試料 より有効径 の小

さい試料 については、改めて試験 を実施す る必要がある と考 える。

以上によ り、液状化物質判別試験結果の適用の条件 としては、以下を提案する。

(1) 物質は同じ工場 で、同 じ生産工程 により、表面活性剤 を含 めた同 じ原材

料か ら生産 された ものであること。

(2) 固体比重の差が、試験 した試料の固体比重の平均値の±1.5%以 内である

こ と 。

(3) 有効径が、試験 した試料の有効径以上であること。

これ ら全ての条件 を満 たす物質については、当該貨物 について改めて液状化物質判

別試験を実施することなしに、既に実施した液状化物質判別試験の結果を適用して

良 い と考 える。
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3.6 粒径分布に基づ く液状化物質の判定

3.6.1 粒径分布に基づ く判定の位置付け及び考 え方

前述の通 り、貨物 が細かな粒子を含まなければ、通常の航海では、その貨物は航

海 中に液状化す るだけの水分 を含 み得ない と考え られ るため、粒径分布は、貨物 の

液状化の大まかな判定基準 と成 り得る。実際、直径1cm以 下の粒子 を含まない物質

であれば、経験的に液状化物質ではない と判断 され る。 よって、粒径分布 に基づ く

液状化物質 の判定基準を設定することは、貨物 によっては簡単に液状化 の危険性が

無い との判定 を可能にするこ とであ り、規則 の運用上、または、運送実務上有意義

である。 ここでは、液状化物質判別試験 を実施せずに 「液状化物質ではない」 との

判断を行 うための粒径分布の クライテ リアを設定する。 この方法は、大まかな判定

によ り貨物が液状化では無い と判定する方法であるため、判定のためのクライテ リ

アは安全側 に設定する必要がある。

粒径分布の代表値 としては、有効径D10が 適 当である。但 し、大 きな粒子を含む物

質の場合、試料 の最大粒径に よ り有効径 が変わるため、有効径 を求 める際の試料の

最大粒径 を併せて規定す る。

3.6.2 物質の種類と液状化物質の判定

運送許容水分値 の決定法は、従来はIMO-フ ローテブル法だけであったが、 この

試験法 は石炭 には適用 で きず、新 たに貫入法 が開発 され た。 また、 プロクター/

ファガベ リ法は 「粗い精鉱」に適用する試験法である。

石炭は、生物 を起源 とす る物質で、鉱石等 と比較 して固体比重 も小 さい。液状化

物質 の 可能 性 が あ る固体 ば ら積 み 貨物 (c. f. 表 2.2) の 中 で も、特殊 な物 質 であ る。

よって、粒径分布に基づいて液状化物質か否か を判定す る際に も、別途検討す る必

要がある。 以下では、鉱滓 に代表 され る石炭以外の物質 と、石炭 を分けて、それぞ

れについて粒径分布に基づ く液状化物質の判定法について検討す る。

石炭以外の物質については、貫入法試験で流動水分値を計測する場合には小型容

器 を用い る。 この際の試 料 の最 大粒径 は10mmで あ る。 この こ とを考慮 して、 また 、

篩 の規 格 を考慮 して、試 料 の最 大粒 径 は9.5mmと した。 また、石炭 につい ては、 貫

入法試験で流動水分値を計測する場合には大型容器を用いる。この際の試料の最大

粒径は25mmで ある。 このことを考慮 して、また、篩の規格 を考慮 して、試料の最

大粒径 は19mmと した。
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3.6.3 石炭以外の物質に対する有効径のクライテ リア

3.6.3.1 有効径のクライテ リア設定用実験の概要

2.4.4 節で述べた通 り、液状化物質の判 定において特 に問題 となるのは鉱津である。

また 、典型 的 な液状化 物 質 であ るZinc Conc. やCopper Conc. は、粒 径 が細 か く、粒 径

調製 を行 って も、液状化が発生 しない粒径分布 を得 るのは困難である。そのため、

代 表 的な試 料 と してNickel SiagとCopper Slagを 用 い、粒径 を調 製 して有効 径 を変更

しつつ液状化物質判別試験 を実施す ることによ り、有効径 と液状化 の関係 を調べ 、

液状化物質判別試験を行 うことなしに液状化物質でないことを判定するための有効

径 のクライテ リアについて検討 した。なお 、以下で述べる液状化物質判別試験では、

締 固め は6層 、各 層50回 の ラ ンマ ー の落 下 に よってい る。

3.6.3.2 試料 及 び粒径 調製

試料は、最大粒径 の調製 を除き到着時のまま手を加 えていないもの (原試料) と、

細かな粒子の量を調節す ることによ り有効径 を変 えた ものを用いた。Nikcel Slag及

びCopper Slagの 固体比 重 はそれ ぞれ3.05及 び3.69で あ った。実 験 に用 い た試料 の

粒 径 分布 を図3.31及 び 図3.32に 示す。

図3.31 Nickel Slagの 粒径 調製 図3.32 Copper Slagの 粒径調 製

図 にお い て、N.S.-1及 びC.S.-1は 最 大粒 径 以外 は調製 してい ない試 料 、N.S.-2～N.S.-

4及 びC.S.-2は 粒径 を調製 した試料 で あ る。

3.6.3.3 試験結果及びクライテ リアの提案

各試料の有効径D10及 び液状化物質判別試験の結果 を表3.15に 示す。
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表3.15 試料の有効径及び液状化物質判別試験結果

この試験結果か らは、液状化物質判別試験 における排水後の飽和度70%に 対応す

る有効径 は約0.05cmと 言 え る。3.6.1節 で述 べた通 り、有効 径 に基づ く液状 化物 質

の判定のクライテ リアは十分な安全余裕 を見込む必要があるため、有効径0.1cmを 、

鉱滓等の石炭以外の物質 に対す る液 状化物質か否かのクライテ リア として提案す る。

なお 、有 効径 に基づ くクライ テ リア としては 、例 え ば道 路橋 示 方書 (1996版) で は、

液 状 化判 定対 象 土層 の 条件 の一 つ と して、 平均粒 径D50が10mm以 下 で 、かつ 、

10%粒 径D10が1mm以 下で あ るこ と挙 げて い る (地盤 工学 ハ ン ドブ ック (30) P1309第

5編2.3.5節 表-5.2.9参 照)。 つ ま り、 この条件 に 当て はま らない土層 は、液 状化 の判

定対象 としない、即ち、液状化 しない土層であると判断 して良いとしてい る。

3.6.4 石炭に対する有効径のクライテ リア

3.6.4.1 有効径のクライテ リア設定用実験の概要

石炭 は 無機 の鉱 物 とは異 な り、 固体比 重 も小 さ く (1.3～1.4程 度)、 飽 和状 態 にお

いては水 に よる浮力 が粒子間の直応力 に及 ぼす影響 も無機の鉱物 とは異なる。その

ため、液状化物質判別試験を適用できるか否かについては、 さらに研究 を要す る。

一方、 貫入法試験は元 々石炭 の流動水分値 の計測法 として開発 されたものであ り、

石炭の液状化現象の有無を判定す るのに特に有効 である。そのため、石炭について

は、液状化物質である石炭 (微粉炭) を用いて、粒径調製 により各種 の粒径分布 の

石炭を用意し、試料の水分値を所定の排水状態における最も高い値に調製して貫入

法試験 を実施す ることによ り、有効径 と液状化の関係 を調べた。手順 は以下の通 り。

(1) 試料の粒径 を調製す る。

(2) 浅い水密 の容器 に試料 を入れ、十分な量の水 を加 え、一様になるまで攪

拌す る。

(3) 試料 を容器の片側に集 め、試料のある側 を僅かに持ち上げて、容器 を傾
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け、試料から排出 された水 を除去する。

(4) 貫入法試験に準拠 して、試料を容器 に所定の締 固めにより充填 し、加振

時のビッ ト貫入量を計測す る。

(3) の手順 で、ある程度高い水分値の試料が得 られる。 このとき、石炭は締 固め され

ていないが、石炭 は高 く積み上げ られ てはいない点に留意 されたい。実際に船舶に

積付 け られ る石炭 の水分値が、この方法 によ り得 られ た水分値 よ り高 くなる可能性

は厳密には論 じられないが、非常に低い と考えられる。

個々の試料 に対す る液状化の試験は、貫入法試験に準拠 し、且つ、試料 の飽和度

を求 め るた め 、供 試 体 の体 積 を計 測 した。 容 器 は大 型 の もの (内 径194mm。c. f.

A. 4.7.5表A.7) で 、供試 体 の体積 は約4,700cm3で あ る。 締 固 めは、い わゆ る静 的 タ

ンピングで、精鉱等の場合 と同様 に4層 に分 けて行った。 タンピングの際の圧力は、

石 炭 につ いて は40kPaと 規 定 され てお り、40kPa用 の タンパ ー を用い た。

3.6.4.2 試 料及 び粒径 分布

二種類 の石炭 を用いた。それぞれ の石炭 をA、Bと 呼ぶ。まず、最大粒径 を調製

した上で、細かな粒子の量 を調節 し、各種 の粒径分布の試料を得 た。石炭Aに つい

ては、最大粒径 のみを調製 した試料を実験に用いたが、石炭Bに ついては、粒径調

製を行 ったもののみを実験 に用いた。各試料及び石炭Bの 最大粒径 のみを調製 した

試 料 (原試料) の粒径 分布 を図3.33及 び 図3.34に 示 す。

図3.33 石炭A試 料の粒径分布 図3.34 石炭B試 料の粒径分布
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3.6.4.3 試験結果及びクライテ リアの提案

各試料の有効径、試験時の水分値 、加振時の ビッ ト貫入量及び液状化の判 定結果

を表3.16に 示す。

表3.16 石炭試料の有効径、試験時の水分値、 ビッ ト貫入量及び液状化判定

試験結果か らは、有効径D10が0.14cm以 上であれ ば、液状化 が発生 しない と考え

られ る。有効径 が大きい場合 に石炭 の液状化が発生 しない原因 としては、試料か ら

の排水に より水分値 (飽和度) が上が らないことと、透水性が高いため試料 内で水

分の移動が起 こっても間隙圧 が上が らない ことの二つが考 えられ、 この実験結果 か

らは、液状化 が発生 しない原 因 として どちらが支配 的かは判断できない。一方、人

為的に飽和度 を高めた状態で試料に繰 り返 し加速度 を与 える実験結果 (c. f. 3.3.1) か

らは、有効径 が0.14cm以 上でも、人為的により水分値が高い状態 を作 り出 して試験

すれば、液状化 が発生する可能性 がある。そのた め、石炭が液状化物質か否かを判

定す るための クライテ リア も、 「貨物が液状 化が危 険 とな る水分値 に達 しない こ

と」 を基礎 として考 える必要 がある。 よって、 このクライテ リアを決定す るには、

石炭の有効径 と貨物 として船舶に積付 けられ る際の最大の水分値 について検討す る

必要がある。

前述の通 り、 この実験における試料の水分値 は、試料を過剰 な水分を含 む状態に

した後、試料 を入れた浅い容器 を傾斜 させ た際に排水 された水を除去す ることに よ

り、調製 した ものである。 この方法では、水分調製 の際には締固めを行 ってお らず、

実際に岸壁 等に積上げ られている状態 よ りも間隙比が大 きい状態 で水分 を調製 した

ことになる。即 ち、間隙比の観点か らは、透水性が高 く、毛管上昇高が低い状態で

水分調製 を行 ったことになる。一方、水分調製の際の試料の高 さはたかだか数cmで

あ り、試料の高 さの観 点か らは、水分が高 くな りやす い状態 で水分調製 を実施 した

と言 える。実際に石炭が岸壁 に積上げ られた状態 を想 定すれば、試験における水分
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調製時の試料 との間隙比の違いは大きくて も2～3倍 程度 と考えられ、これは、毛管

上昇高では同 じく2～3倍 、透水性では概ね一桁程度違 う可能性があることを意味す

る。一方、試験 における水分調製時の試 料の高 さは、実際に積上げられ る貨物の高

さとは二桁程度異なると考えられ る。 よって、最大粒径 を19mmと した際に有効径

0.14cm程 度である石炭が実際に船積み されるとすれば、ここで試験 したような13～

17%と いった水分値よ り低 くなると考えられる。即 ち、有効径0.14cmは 、石炭が液

状化物質であるか否かを判定す るための一次的クライテ リア とな り得る。

前述の通 り、有効径 に基づ く液状化物質の判定の

クライテ リアは、安全余裕 を見込んで設定す る必要

がある。そのため、石炭が液状化物質か否かの判 定

のためのクライテ リア としては、有効径0.2cmを 提

案す る。 図3.35は 、表3.16に 示 した有効径 と試験

時の水分値及び飽和度の関係 を示 した ものである。

図よ り、ここで提案 した有効径 のクライテ リア0.2

cmは 、有効径の一次的クライテ リア0.14cmと 比較

して、最大水分値にして1～2.5%、 最大飽和度に して5%程 度の安全余裕 を見込ん

だものと言 える。
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3.7 液状化物質の判別方法のま とめ

3.7.1 石炭以外の物質に関す る液状化物質の判別方法

以上 をま とめ ると、IMO-フ ローテ ブル法や貫入法によ り、通常の手順によ り流動

水分値 が計測で きる物質は液状化物質であると考 えられ る。 もし、ある物質が液状

化物質か否か不明な場合、石炭以外の物質については、図3.36の 流れ に沿 って液状

化物質か否かを判定すれば良い。

図3.36 石炭以外の物質に関する液状化物質の判定の流れ

液状化物質判別試験 による判定、ひいては、液状化物質判別試験の結果に基づき

設定 された有効径のクライテ リアに よる判定は、判 定 しようとす る物質が、液状化

の恐れのある水分値 に達す るか否かに基づいてい る。そのため、積付 の時点では液

状化 が発生す る恐れがなくて も、航海 中に貨物 内部で水分の移動 があり、貨物の一

部の水分値 が液状化 の恐れ のある範 囲に達 した場合 は、液状化す る恐れが残 る。

―72―



よって、液状化物質では無い と判定 された物質であって も、船倉の ビル ジ溜 を清浄

に保 ち、貨物 による目詰ま りで ビル ジが引けない とい ったことがないよ うに措置 し、

且つ、航海 中は適宜船倉内のビルジを排出する必要がある。

3.7.2 石炭に関する液状化物質の判別方法

石炭については、液状化物質判別試験の適用の妥当性 が検証 されていない。 よっ

て、液状化物質 か否かは粒径分布に基づき、安全側 で判定せ ざるを得ない。判定の

流れ を図3.37に 示す。

図3.37 石炭に関する液状化物質の判定の流れ

石炭について も、液状化物質か否 かの判 定は、積付時に液状化の恐れの水分値 に

なるか否 かに基づいてい るため、液状化物質でない と判 断された場合であって も、

船倉か らのビル ジの排 出を適切に行 う必要がある。

3.7.3 液状化物質判別試験が適用できる物質

液状化物質判別試験 について、既 に試験 された物質がある場合の適用範囲につい

ては、3.5.4節 で述べた。一方、石炭の固体比重は約1.3～1.4で あ り、本研究で用い

た鉱滓等の物質 とは大 きく異 なる。 よって、石炭 に液状化物質判別試験 を適用す る

ことは、妥当 とは言い切れ ない。現時点では結論できないが、石炭のよ うな生物起

源 の物質または木材 チ ップ (液状化物質ではない) の よ うな植物については、液状
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化物質判別試験 を適用す ることは妥当ではない と考 えられ る。 これ らの物質 は、固

体比重が1に 近 く、間隙に水があると固体の粒子は浮力の影響 も強 く受けるため、

固体比重が3程 度、またはそれ以上である鉱津や精鉱 とは、異なる性質を有す るた

めである。液状化物質判別試験の適用対象物質 を敢 えて提案するのであれば、固体

比重が2以 上が適当と考え られ る。
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3.8 液 状化物 質 の安全 運送

液 状化 物 質 をば ら積 み船 で安 全 に運 送す る には 、液状 化 物質 運搬 船 (現在 日本 に

は ない) を用 い る場 合 を除 き、 貨 物の 運送 許 容水 分 値 を求 め、船積 み水 分値 が運 送

許容 水 分値 を超 えな い よ うにす る必 要 が あ る。 ま た、 あ る物 質 が液状 化 物質 か否 か

を判 定す る方 法 につ い て は、BC Codeに も特 殊 貨物 船舶 運 送規則 に も規 定 は ない が、

本研 究 に よ り、一つ の方 法 を提 案 した。

液状 化 物質 の 中で も、硫化 金属 精鉱 (Metal Sulphide Concentrates。 多 くの銅 精鉱 、

亜鉛 精鉱 、鉛 精鉱 は、硫化 金属 精鉱) や 石炭 、焼 成硫 化鉱 (Calcined Pyrites)、 石炭

ス ラ リー (Coal Slurry)、 コー クブ リー ズ (Coke Breeze) 及 び ピー トモ ス (Peat

Moss) は化 学 的危 険性 を有 してお り、液状 化 の危 険 性 に留 意す る と ともに、化 学 的

危 険性 に も配 慮す る必 要が あ る。

近年IMOに 報 告 され た事故 の 中で 、液 状化 物 質 に関係す る と考 え られ る ものに は、

銅精 鉱 (copper ore-concentrate) を運送 中の転覆 事故 (1998年7月13日)(43)及 びチ

タン鉄鉱 (Ilmenite sand) を運 送 中の荷 の移 動 (7航 海 中2航 海)(44), (45) があ る。 前者

の 事故 は、貨 物 に 関す る情報 提 供 が不十 分 な こ とに起 因 してお り、事故 に よ り4名

の命 が失 われた (6名 救助)。 事故 の報 告 では 、船長 への貨 物 資料 の提 供 の要件 をよ

り厳 しく実 施 す る こ とを求 めて い る。 また 、後 者 の 事故 は、 チ タ ン鉄鉱 の液 状化 に

よ る事 故 と報 告 され てい るが 、貨物 は"Illmenite sand"ま た は"Illumenite clay"と 呼ばれ

てお り、水 分値 は25～32%で あった と併 せ て報 告 され てい るこ とか ら、砂 状 の物質

の液 状化 では な く、粘 土状 の物 質 の静 的勇 断 強度 の 不足 に起 因す る荷 崩れ の 可能 性

も考 え られ る。 なお 、"Illumenite sand"は 、現行BC Codeで は 、液 状化 の危 険性 も化

学 的 危 険 性 も な い 物 質 の リス トに 記 載 され て お り、 液 状 化 物 質 の リス トに は

"Illumenite"が 含 ま れ て い る。 しか し、 調 査 の 結 果"Illumenite"は 一 般 に"Illumenite

sand"と 呼ばれ てい る こ とが分 か り、改正BC Codeで は、名称 が整理 され る。

液 状化 物 質 の運 送 に よる事 故 の 防止 の た めに は、 貨物 の性 状 に関す る正 しい情 報

の提 供 が特 に重 要 で あ り、本 研 究 で 開発 した液 状 化 物 質 の判 定法 は 、貨物 情 報 を把

握 す るた めの現状 の技 術 の問題 点 を解 決す るもので あ る。
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